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1巻頭言

巻 頭 言

1 はじめに
長周期地震動が一般に知られるようになったの

は、2003年十勝沖地震の際に、震源から160km以上

離れた苫小牧で、スロッシング振動により巨大な

石油タンクに火災が発生したことが契機になった。

苫小牧は深い地盤構造が盆地形状を示す堆積盆地

の縁にあり、長周期の表面波が盆地形状により増

幅され、数分間に渡ってゆっくりとした大きなゆ

れが続く長周期地震動に襲われた。

この地震被害を受け、2004年1月18日（日）夜9時

にNHKスペシャル「地震波が巨大構造物を襲う」

が放送された。この番組のなかで、入倉孝次郎京

都大学名誉教授により堆積盆地にある東京、大阪、

名古屋などの大都市圏が東海・東南海・南海地震

等の巨大地震に襲われると、数秒から十秒に卓越

周期を持つ長周期地震動が発生し、数分から十分

近くゆれ続けることが指摘された。入倉先生らが

作成した想定南海地震による大阪管区気象台の模

擬波（KK-OSA-NS）を用いた40階建て超高層ビルの

シミュレーション解析を東京理科大学北村研究室

が担当した。その検討の中で、これらの地域で想

定される長周期地震動は、特定の範囲の固有周期

を持つ超高層建物がこれまで設計に用いてきた地

震動レベルに達するほどの大きさになることが予

想された。さらに、地震応答解析から層間変形な

どの最大値は一般的な超高層建物の設計目標値を

概ね満足するが、地震動継続時間が長いことから

塑性化に至るような大きなゆれがこれまでの数倍

から十倍も繰り返され、構造体のエネルギー吸収

能力など累積値に対する新たな検討が必要なこと

を明らかにした。この番組は大きな反響を呼び、

2004年度の科学技術映像祭で内閣総理大臣賞を受

賞した1）。

このような状況下で、土木学会と日本建築学会

は「巨大地震対応共同研究連絡会」を設立し、巨

大地震による地震動の予測および既存構造物の耐

震対策に関する共同調査研究を始めた。これに対

応するために、建築学会では、「東海地震等巨大災

害への対応特別調査委員会（秋山宏委員長）」2）、3）を

設置し、地震動・建築構造物・避難計画小委員会

と9つのWGによる調査研究が2年間の予定で2004年

4月から始まった。特別調査委員会は、当時の学会

長の秋山宏委員長と構造委員長の西川孝夫構造物

小委員会主査を中心に150名余りの委員が集められ

た。この委員会に建築構造物小委員会幹事として

参加し、特に超高層建物と免震構造については研

究室の研究テーマとして検討を始めた。

2 長周期地震動
巨大災害特別調査委員会の活動が4月にスタート

して、8月には共同研究連絡会入倉地震動部会から

関東地震の東京・横浜、東海地震の静岡、東海・

東南海地震の名古屋、南海地震の大阪での第1次提

供波が提示された。翌年には第2次提供波として、

新たに東京・横浜における東海地震の想定波、東

海・東南海地震の名古屋と南海地震の大阪の想定

波が複数の地点で大量に追加された。これらの中

から、13波が建物検討用地震動として選ばれた。

これらの波形に2 0 0 3年十勝沖地震における

TOMAKOMAI 2003 NS波と、超高層建物の設計で

用いられる標準波の中からEL CENTORO 1940 NS

波とHACHINOHE 1968 EW波、告示波ART HACHI

（位相特性：HACHINOHE 1968 EW）とART TOMA

（位相特性：TOMAKOMAI 2003 NS）、直下地震の

JMA KOBE 1995 NS波が建物の検討用地震動として

採用された2）。

現行の超高層建物や免震建物の設計用地震動で

ある標準波・告示波と比較することで長周期地震

長周期地震動と免震構造

北村 春幸東京理科大学



動の影響を評価する。最大速度V
max
=50cm/sで基準化

した標準波は、速度応答スペクトルがS
V
=80～

120cm/s（以降全てh=5％）を、エネルギースペクト

ルはV
E
=120～180cm/s（以降全てh=10％）を示すが、

3秒以上の長周期領域では両者とも半分以下に小さ

くなる。また、JMA KOBE 1995 NS波は、1秒付近

で大きなピーク値S
V
=255cm/s、V

E
=363cm/sを持つが、

2秒を超えると小さくなる。一方、東海・東南海・

南海地震の提供波は地域ごとに特定の周期帯でピー

ク値を示すが、それ以外は速度応答スペクトルで

標準波と同様のS
V
=80～120cm/s、エネルギースペク

トルで標準波の1.5倍の概ねV
E
=180～270cm/sに留ま

る。特定の周期帯におけるピーク値は、東京・横

浜では土方らによる想定東海地震の品川KH-SNG-

EW波と横浜KH-YKH-EW波の3秒付近で S
V
=

150cm/s、V
E
=300cm/s程度、名古屋では中部地方整

備局による想定東海・東南海地震の三の丸C-SAN-

EW波の3秒付近でS
V
=250cm/s、V

E
=550cm/s程度、大

阪では想釜江らによる想定南海地震の大阪管区気

象台KK-OSA-NS波と西大阪KK-WOS-EW波の5秒付

近でS
V
=150cm/s、V

E
=300～400cm/s程度、関口らに

よる想定南海地震の福島HS18-FKS-EW波とKiK-net

此花HS18-OSKH02-NS波の7～8秒付近でS
V
=120～

150cm/s、V
E
=250～300cm/sを示す。告示波のART

HACHIとART TOMA（開放工学基盤の応答スペクト

ルの1.25倍、S
V
=100cm/s、h=5％）は、標準波の応答

スペクトルの山谷を埋め、それぞれのピーク値を若

干下回る程度の値に設定されている。これらのエ

ネルギースペクトルV
E
値はART TOMA波ではV

E
=270

～400cm/sと大きく、ART HACHI波の1.5倍程度であ

り、長周期地震動のピーク値の7割程度の値を示す。

1990年頃までは、固有周期が3秒以上の超高層建

物や免震建物の設計では、標準波の応答スペクト

ルが3秒以上の周期領域で極端に小さくなることか

ら、それを補うために標準波のレベルや模擬波の

目標スペクトルをどのように設定するかが設計者に

より異なっていた。地震動の長周期成分は短周期成

分ほど大きくならないとの思いもあったが、今回

の検討から標準波のS
V
=80～120cm/sのレベルを3秒

以上の周期領域でも確保する必要があることが明ら

かになった。

長周期地震動は、応答スペクトルS
V
が標準波・告

示波と同じ場合でもエネルギースペクトルV
E
は数

倍大きくなり、応答スペクトルの減衰関数（F（h）

=S
V, h
/ S

V, h=0
）は標準波に比べて減衰による低減が大き

くなる。この現象を説明するために、秋山先生は

長周期地震動に対して単位地震動が一定間隔を保っ

て数回起こるモデルを想定した。この思考モデル

を用いると入力エネルギーの総量は単位地震動に

よるエネルギー入力の累積値になり、最大応答値

は単位地震動による最大応答値が繰り返し求まる

ことになる。単位地震動を標準波とすることで、

地震動の応答スペクトルS
V
とエネルギースペクトル

V
E
の関係を標準波の減衰関数F（h）と反復数 f を用

いて表すことができるようになった4）。

入倉地震動部会では、地震とサイトを特定して

長周期地震動を波形で提供している。また、地震

動とサイトを統一した複数の研究者による模擬波

の作成や、断層、伝播経路や地下構造などのモデ

ル化に関わるゆらぎを評価する検討が行われた。

それらの検討から、作成された模擬波に対して卓

越周期とそのピーク値の両方に倍半分程度のばら

つきを見込む必要があることが明らかになった。

従って、設計用入力地震動を規定する場合には、

直接、模擬波を提示するのではなく、地震波と建

物応答をつなぐエネルギースペクトルと応答スペ

クトルを用い、現在設計に用いられている入力地

震動との対比から現行設計レベルの妥当性を検討

することが、設計者にとって分かり易くコンセン

サスが得られ易いと考えている。

この観点から長周期地震動を総合的に評価して、

速度応答スペクトル S
V
は標準波と同じ S

V
=80～

120cm/s（h=5％）を想定する。一方、エネルギースペ

クトルV
E
は標準波の1.5倍V

E
=180～270cm/sを、すなわ

ち入力エネルギーEでは2～4倍を想定する。ただし、

名古屋の3～4秒、大阪の5秒と7～8秒の特定の周期

帯では、速度応答スペクトルとエネルギースペクトル

ともに、さらに1.5倍の大きさを想定する。これらに加
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地震動 標準波 長周期地震動 特定の周期帯

速度応答スペクトル 80≦S
V
≦120cm/s 80≦S

V
≦120cm/s 120≦S

V
≦180cm/s

エネルギースペクトル 120≦V
E
≦180cm/s 180≦V

E
≦270cm/s 270≦V

E
≦400cm/s



えて、兵庫県南部地震のような直下地震に対して1秒

前後の周期帯にS
V
=120～180cm/s、V

E
=180～270cm/s

を想定することを提案したい。

3 長周期地震動と免震構造
既存免震建物の耐震性能を評価するにあたって、

日本建築センターのビルディングレターの性能評

価シートに記載されている情報などをもとに、免

震クリアランス、積層ゴムの限界変形、ダンパー

の降伏せん断力係数、エネルギー吸収能力、上部

構造の設計ベースシア係数などを分析した。この

調査をもとに、免震建物の建設時期を適用免震部

材ごとに分類し、一般化した免震建物モデルを作

成した。1982年に多田英之・山口昭一により設計

された八千代台免震住宅に始まる免震建物を1989

年の学会・免震構造設計指針の刊行、1995年の阪

神・淡路大震災、2000年の免震告示の制定を境に4

期に分けて、分析・評価した5）。

積層ゴムの直径は、当初500φ～600φ程度の小

さいものも多く使われていたが、1995年以降の第3

期に入ると700φ～900φへと大きなサイズのもの

が使われるようになり、限界変形も当初40～50cm

であったものが60cmを上回るようになってきた。

しかし、免震クリアランスは、時期に関係なく

40cm～60cmに分布している。積層ゴムの平均面圧

も当初5～10N/mm2であったものから3期以降は10～

15N/mm2へと高面圧化し、免震周期T
f
（積層ゴムの

みの固有周期）も当初2～3秒であったものが、3期

以降は3～4秒へさらに5秒へと長周期化している。

ダンパー量は、履歴ダンパーの降伏せん断力係数

換算で概ね0.02～0.05に、上部構造の設計ベースシ

ア係数は、概ね0.1～0.2の範囲に分布している。

免震部材は当初は地震挙動の明快さを目指して、

天然ゴム系積層ゴムと鉛ダンパー、または高減衰

系積層ゴムや鉛プラグ入り積層ゴムなど減衰機構

を組み込んだ積層ゴムを単独で使うものが多かっ

た。最近では、積層ゴムや滑り支承や転がり支承

などの複数の支承と金属系の履歴ダンパーや粘性

系のオイルダンパーなど複数のダンパーを組合せ

た複雑なものが多くなっている。告示で定められ

た地震荷重に対する応答値と部材の限界値を近づ

けることを目標に、例えば上部構造も全てのRC壁

に耐震スリットを設けるなど、モデル化の容易な、

計算を盲信する設計が増えている。構造体のみで

なく建物全体として免震構造のメリットを活かす

設計を心懸けたいものである。

これまでの超高層建物の設計は、応力や変形な

どの最大応答値が限界値以下にあることを検証する、

すなわち、最大値のみに着目した設計を行ってお

り、それに適した地震波を標準波として採用して

きた。短時間に最大値を発生させるに十分なエネ

ルギーを入力することが、設計用地震動に対する

エネルギー評価であった。免震構造も上部構造の

応力や免震層の変形などの最大応答値の限界値に

対する余裕度を検証してきた。ダンパーの検討で

は、最大値に加えて吸収エネルギー量や累積塑性

変形を検証してきたが、あくまで標準波による入

力エネルギーを基準にしてきた。

入力エネルギーが大きい長周期地震動に対する

免震構造の耐震安全性をエネルギーの釣合に基づ

く応答予測法を用いて評価する。免震層の最大変

形時のエネルギーの釣合は、積層ゴムの弾性歪エ

ネルギーとダンパーの消費したエネルギーの和を

入力エネルギーと等しいと置く。このとき、積層

ゴムの弾性歪エネルギーは積層ゴムの負担せん断

力と最大変形の積の1/2倍で表される。ダンパーの

吸収エネルギーはダンパーの降伏せん断力と最大

変形の積の8f倍で表される。これは、標準波では最

大変形を振幅とする履歴ループの2回り分のエネル

ギーをダンパーが吸収することから導き出された

ものである。f は標準波の反復数であり、長周期地

震動では f =2～4となる。免震構造はダンパーが降

伏するまでは耐震構造と同様の1秒前後に初期周期

を持つが、免震層の変形が大きくなるに従って実

効周期が伸び3～5秒の免震周期に近づく。従って、

初期周期と免震周期の間に特定の周期帯を含む長

周期地震動に対しては、免震構造はそのピークの

影響を受けるものとして検討する必要がある。標

準波のf倍の入力エネルギーがあるとそれを吸収す

るためには免震層の最大変形が大きくなり、免震

クリアランスと免震部材の限界変形に余裕が必要

となる。地震終了時のエネルギーの釣合は、入力エ

ネルギーとダンパーの消費したエネルギーを等しく

置く。このとき、ダンパーの吸収エネルギーは降伏

せん断力と累積塑性変形の積で表される。標準波の

f倍の入力エネルギーがあるとダンパーの累積塑性

変形が f倍になりダンパーのエネルギー吸収能力を

再確認する必要がある。特に、温度依存性の大きい
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ダンパーでは温度上昇が大きくなり減衰性能が低下

する現象が現れるので、再評価の際にはこのことを

考慮したい。

これらに対応すべく、日本建築センター免震審

査委員会と免震構造協会では共同で検討を始めて

いる。一つは長い時間に大量のエネルギーが入力

する長周期地震動や兵庫県南部地震のような短時

間に大きなエネルギーが入力する直下地震に対し

て、ダンパー機構がエネルギー吸収能力を保持す

ることができるかを実大免震部材の動的繰り返し

載荷実験により確かめることである。対象となる

のは鉛プラグ入り積層ゴム、高減衰積層ゴム、弾

性すべり支承や履歴ダンパーや粘性ダンパーなど

である。設計者や製造者により実験が行われ始め

ており、これらの成果を導入することで免震構造

の信頼性がさらに高まることが期待される。もう

一つは、積層ゴムやダンパーなどの上下基礎への

アンカーを確実なディテールにすることである。

免震部材のアンカーディテールが、施工の容易さ

を優先して本来の応力を基礎へ伝達する性能が不

足するディテールを採用している例が多く見られ

るようになった。これらに対しても、免震構造協

会が実験で確認したアンカー性能と施工品質の確

保できる免震部材のアンカー部標準ディテールを作

成して、設計者や施工者に広めるべく検討を始め

ている。普及するほど安易な設計や施工が横行す

ることから、免震構造の高耐震性能に対する信頼

を維持するためにも、引き続き研究・開発を持続

する必要があると考える。

長周期地震動の特定の周期帯に含まれる免震構

造は、標準波をもとに設定してきた免震クリアラ

ンスを免震層変位が上回る恐れがあることや、免

震部材のエネルギー吸収能力が不足する恐れがあ

ることがわかった。従って、そのような免震建物

についてはあらためてサイト波に対する検討を行

う必要がある。免震構造の長周期地震動対策とし

て、ダンパーを増設して最大変形や累積塑性変形

の増加を抑制することを検討したい。

4 おわりに
2006年3月に巨大災害特別調査委員会を当初の予

定通り2年間で終了し、その後は長周期地震動編集

委員会に引き継がれた。9月9日の日本建築学会大

会研究協議会で最終報告の概要が報告された。土

木学会・日本建築学会共同提言「海溝型巨大地震

による長周期地震動と土木・建築構造物の耐震性

に関する共同提言」を作成し、11月20日午前10時

から建築会館で記者会見が行われた。なお、最終

報告書は2007年秋には学会の出版物として刊行さ

れる予定である。

巨大災害特別調査委員会で提示された課題は、

今後とも学会の常設委員会に引き継がれ、多くの

研究者や設計者のテーマとなり、対応策が研究開

発されることが期待される。さらに、これらの成

果を取り込んで個々の建物ごとに長周期地震動に

対する耐震性能評価と必要に応じてその対策を立

てることが望まれる。

【参考文献】
1）NHKスペシャル地震波プロジェクト：NHKスペシャル　地震波

が巨大構造物を襲う　大地震が起きた時、あなたは大丈夫か、

近代映画社、2004.9.10

2）日本建築学会東海地震等巨大災害への対応特別調査委員会：巨

大地震による長周期地震動の予測と既存建築物の耐震性と今後

の課題、2006年度日本建築学会大会研究協議会、2006.9

3）土木学会・日本建築学会巨大地震対応共同研究連絡会：共同提

言、2006.11

4）秋山宏、北村春幸：エネルギースペクトルと速度応答スペクト

ルの対応、日本建築学会構造系論文集、第608号、2006.10

5）北村春幸、東野さやか、竹中康雄、田村和夫：長周期地震動に

よる既存免震建物の耐震性能評価、日本建築学会技術報告集、

第22号、2005.12
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会員の皆様、新年明けましておめでとうございます。

一昨年末に発覚した耐震偽装問題は建築界に大きな

波紋を生じさせました。特に構造を専門とする建築

士の資質の問題にまで影響は及びました。過去の構

造計算書をチェックし直すと、少なからず問題がある

ものも存在することが指摘されましたし、あまりに計

算のプログラムに頼りすぎ、構造設計が単に計算

になっている傾向も露呈しました。都合のいい入力、

モデル化が横行している現実も判明しました。この

結果、行政は構造計算適合性判定機関を作って構造

計算のクロスチェックを行うことにしてしまいました。

構造設計が構造計算へと大きくシフトしたため、力の

流れとかバランスを重視した設計が行い難くなってし

まい、手計算で見当をつけるということも殆ど行われ

なくなったと聞きます。本来的には構造計算は補助

的なもので力の流れを定量的に確認するものだろう

と思われますが、計算機を使った計算がすべてで、

最も重要な構造物のモデル化等があまり議論になら

ないのは不思議な気がしてなりません。よく設計者判

断により云々と言う人がいますが、裏づけに基づい

た工学的判断によりというべきところを、取り違えた

発言でしょう。もし、モデル化等に際して設計者のかっ

てな判断がまかり通るなら、実際とはかけ離れた構

造物を設計することになってしまう恐れがありま

す。問題のある構造設計が行われている例も少な

くないと言われているのは、この点を指摘してい

るのだろうと思われます。構造設計者はぜひ適切

な工学的判断が下せるように日ごろから情報収集、研

鑽に努めていただきたいものです。

さて、免震構造も順調に発展し、一昨年末には免

震告示が改定され、戸建免震住宅等の設計がやりや

すくなり、今後低層で比較的整形な免震建物がさら

に増えていくことが予想されます。地震防災の観点

からは非常に望ましいことです。しかし、昨今話題に

なっている海溝型の巨大地震に伴う長周期地震動に

対して、長周期構造物である免震構造物がどのよう

に反応するかは、地震動そのものが必ずしもはっきり

しないこともあり、未解決な点もいくつか残っていま

す。クリアランスの小さい一部の住宅免震などについ

てはさらなる検討が必要かもしれません。ただし、

衝突が起こっても上部構造への影響はそれほど大き

くはないとの研究もありますし、程度の問題かもしれ

ません。さらにダンパーの多数回の繰り返しに対す

る性能についても現在研究の途上です。火災に対す

る免震部材の性能維持の問題も未解決な面が残って

います。日本免震構造協会ではそれら技術的問題解

決にも鋭意とりくんでいます。

当協会も、会員数（2007年1月5日現在）、一種正会

員109社、二種正会員176名、賛助会員66社、特別会

員6団体、免震普及会会員130者と順調に推移してい

ます。当協会で実施している資格制度、免震部施工

管理技術者試験への応募、点検技術者試験への応募

も順調で、免震部施工管理技術者の有資格者は1750

名、点検技術者の有資格者は580名に達しています

が、ここ数年コンスタントに受験者が集まり、当協会

が目的とする健全な免震構造物の普及に貢献してい

ただいています。また、台湾などからもこの制度が注

目されており、免震構造の技術のみならず、適切な免

震構造の普及にも国際的な貢献ができればと考えて

いるところです。さらに免震材料、免震建物の性能評

価業務も昨年度は非常に順調で、多くの物件の性能

評価を行うことができました。今年は、さらに数多く

の物件の性能評価を行うことになるだろうと思って

います。

これらの活動は当協会に参加される会員の皆様の

積極的なご協力、御参画あって実のなるものですの

で、本年も皆様の絶大なるご支援とご協力をお願い

する次第です。最後になりましたが、建築界とりわけ

免震構造にかかわるすべての皆様にとって、今年が

よい年となりますよう祈念いたします。

特別寄稿

新年のご挨拶

西川 孝夫日本免震構造協会会長
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1 はじめに
本計画は、2000年に防衛庁本庁が檜町（赤坂9丁

目）から市ケ谷に移転した跡地に、広大な緑を育む

檜町公園を含めた大規模な再開発事業である。そ

の高いポテンシャルを持つ場所に、オフィス、住

宅、商業施設などからなる複合都市の創造を目指

したものであり、国際都市・東京にふさわしく

「都市再生」の一翼を担うプロジェクトとして計画

されたものである。

本計画の建物は、高さ約248mのミッドタウンタ

ワーをはじめとする6棟の建物が計画されており、

そのうち本建物は、檜町公園に隣接した閑静な環

境に、日本初となるファイブスターホテル直営の

レジデンスとして、都心の利便性と上質のホスピ

タリティを備えた、ラグジュアリーレジデンスで

ある。

2 建築概要
【建物名称】パーク・レジデンシィズ

【所 在 地】東京都港区赤坂九丁目7番7号

【用　　途】ホテル直営のレジデンス、付帯施設

【建 築 主】三井不動産株式会社をはじめとする

6社のコンソーシアム

【設計監理】株式会社　日建設計

【デザイン】外装デザイン監修：

青木淳建築計画事務所

共用部・専有部インテリア：

フランク・ニコルソン

【施 工 者】竹中工務店・大成建設共同企業体

【敷地面積】5,361.00m2

【建築面積】2,996.24m2

【延床面積】57,766.83m2

【階　　数】地上29階、地下2階、塔屋2階

【建物高さ】100m

【構造種別】鉄筋コンクリート造

【架構形式】X、Y方向とも純ラーメン構造

【基礎構造】場所打ちコンクリート杭基礎

【免震材料】天然ゴム系積層ゴム支承（64基）

鉛ダンパー（15基）

鋼材U型ダンパー（29基）

免 震 建 築 紹 介

上河内 宏文
日建ハウジングシステム

鈴木 敏夫
同

三輪 幸司
同

東京ミッドタウン
－ パーク・レジデンシィズ －

図1 全景

図2 計画地



3 構造概要
1）構造計画概要

本建物は、上質なレジデンスとしての空間と居

住性、安全性を確保し、かつ周辺環境配慮のため

の階段状の建物形状を可能とするために免震構造

を採用した。

本建物の構造種別は、高い遮音性と対振（動）性

を確保するために鉄筋コンクリート構造とした。

また構造形式は、フレシキブルな住戸計画や間取

り、広い空間を確保するために純ラーメン構造と

した。

柱スパンは、住戸内に構造体が入り込まないよ

うに、建物外周と内部廊下に約5.5m～6.0m間隔に

柱を配置したダブルチューブ構造を採用した。ま

た建物コーナー部分には柱をなくし、建物外周の

大梁を逆梁とすることで広い開口を確保した。

住戸内部分は、厚さ35cmのボイドスラブにより

無梁版とし、広い住戸空間を確保した。

免震層はB2階床下の基礎免震で、建物中央部の

吹抜けに位置するタワーパーキングも含めた免震

構造とした。免震部材は、高い変形性能を確保す

るために900φ以上の大口径の天然ゴム系積層ゴム

支承と高いエネルギー吸収能力を持つ鉛ダンパー・

鋼材U型ダンパーを採用した。
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図3 構造概要図

図4 高層階床梁伏図

図5 低層階床梁伏図



構造躯体は、極めて稀に発生する地震動に対し

て弾性範囲内にとどまることを目標に、各部材は

短期許容応力度以下、層間変形角は1/200以内とな

るように設計するとともに、東京ミッドタウン設

計用模擬地震動として採用したART WAVEに対し

ても安全性を確認した。

また、大地震時の揺れに対する家具等の転倒や

備品・什器などの損壊、居住者の恐怖感を軽減す

る目的で、床応答加速度を200cm/s2程度以下に抑え

るように計画した。

本敷地の地盤は、表層より洪積層の関東ローム

層、東京層が分布しており、GL-30m付近から上総

層群層となっている。本敷地の工学的基盤は、弾

性波速度（Vs）が520m/sとなるGL-20mとした。

基礎構造は、GL-30m以深にある上総層群層の砂

層を支持層とする場所打ちコンクリート杭を採用

した。杭先端位置は、上部構造や基礎への影響を

考慮し、地震時鉛直沈下量を1cm程度以下に抑制す

る位置とした。

4 設計方針
1）耐震性能目標

本建物は、表1に示す耐震目標性能を設定した。

2）免震部材の設計

積層ゴム支承は、長期面圧15N/mm2程度以下、地

震時面圧30N/mm2程度以下とし、引張力が生じない

ように設計した。

免震部材の配置は、上部構造の重心位置と、各免

震部材の剛心がほぼ一致するように配置し、小変形

から大変形時までねじれが生じない設計とした。

また設計許容変形は40cmとし、設計限界変形は

建物と土圧壁のクリアランスの60cmとした。

3）耐風設計

極めて稀に発生する暴風時の水平荷重に対して、

機能的な支障が生じないよう、ダンパーを降伏さ

せない計画とした。

5 地震応答解析
1）設計用入力地震動

入力地震動は、告示で定める地震波3波と、東京

ミッドタウン設計用模擬地震動として採用した

ART WAVEの計4波を採用する。

8 MENSHIN NO.55 2007.2

免 震 建 築 紹 介

図6 免震部材配置図

表1 耐震目標性能

表2 設計用入力地震動



2）解析モデル

免震層下部を入力位置とした1層1質点の32質

点＋タワーパーキング2基71点の等価せん断型モデ

ルとする。上部構造の各層各架構の復元力特性は

Degrading Bi-Linear型にモデル化し、剛床仮定にて

重心（質点）に接続した。またタワーパーキングに

ついては、各層の弾性バネをタワーパーキングの

各重心（質点）に接続した。

免震部材は、積層ゴム支承は弾性バネ、ダンパー

は任意方向に特性を持つBi-Linear型バネをそれぞれ

の部材の位置に配置した。
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図7 設計用地震動

図8 解析モデル図

表3 固有値解析結果



3）応答解析結果

表4に応答解析結果のまとめを示す。

以上より、応答解析結果はいずれも耐震性能目標

を満足しており、十分な耐震安全性を有している。

4）階段状の建物形状（セットバック）の影響に関す

る検討

本建物は、南北（Y）方向が階段状にセットバック

している建物形状により、図9のように14階で建物

重心位置が急変しており、荷重の偏在による偏心

が生じやすい建物となっている。この検討では、

偏在距離の大きい東西（X）方向地震時応答解析によ

り建物重心位置と建物最外端での時刻歴変位を比

較し、偏心の影響を確認する。

以上の結果、若干の偏心の影響があるものの、

建物安全性に問題なく、また内外装の仕上材への

影響についても、使用上応急補修・補強の必要の

ない損傷範囲内である層間変形角は1/200以下であ

ることが確認できた。ちなみに下図は、本建物が

通常の耐震構造で非免震構造であった場合を想定

して解析した結果である。

5）家具等の転倒に関する検討

本建物は、大地震時の揺れに対する家具等の転

倒や備品・什器などの損壊、居住者の恐怖感を軽

減する目的で、床応答加速度を200cm/s2程度以下に

抑えるように計画している。この検討では、文献

「重量の偏心を考慮した家具模型の転倒予測式：髭

右近敬、鈴木有（日本建築学会大会学術講演梗概集．

1994.9）」により、家具の転倒限界加速度と転倒限

界速度の関係から転倒限界領域を想定し、時刻歴

応答図と比較することにより、安全性を確認する。
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表4 応答結果のまとめ

図9 南北（Y）方向軸組図と各階重心位置図

図10 13階の重心と建物最外端での時刻歴層間変位

図11 非免震構造での想定例

図12 家具の転倒判定（1）



以上結果、一般的な形状の家具においては、転

倒の危険性が少ないことが確認できた。ちなみに

各右図は、本建物が通常の耐震構造で非免震構造

であった場合を想定して解析した結果である。

6 おわりに
本建物は、免震構造を採用することで、上質な

レジデンスに見合う高い性能を備えることが実現

できた。

「東京ミッドタウン」は、今後の国際競争力の源泉

となるであろう「デザイン」をテーマに、日本の

あたらしい価値と感性を世界に発信する拠点とし

て2007年3月にグランドオープンする予定である。

最後に、本建物の設計において、ご指導とご協

力を頂いた皆様に、この場を借りて厚く御礼を申

し上げます。
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図13 家具の転倒判定（2）
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1 はじめに
連絡歩道橋は京王線の府中競馬場正門前駅から

東京競馬場新スタンドへと直接アクセスする為の

もので、競馬開催時に競馬場通りの交通を妨げる

ことなく、多数のファンを安全かつ効率的に案内

するよう計画している。

府中競馬場正門前駅から東京競馬場正門まで架

かる連絡歩道橋2は全長約130m（写真1）、東京競馬

場正門から東京競馬場新スタンドまで架かる連絡

歩道橋1は全長約104mとなっている。

構造形式は主構造をプレートガーダー形式＋免

震構造とし、屋根をトラス形式とした複合システ

ムでトラス断面を小さく抑え、内観の透明性を高

める計画とした。

本連絡橋は屋根を設けているため、建築物とし

ての申請を行っている。また、本稿は連絡歩道橋2

についての報告である。

2 建築計画概要
名　　称：東京競馬場スタンド改築　正入場

門・連絡歩道橋その他工事

発　注　者：日本中央競馬会

所　在　地：東京都府中市日吉町1番地

敷地面積：625,635.07m2

建築面積： 1,133.75m2

階　　　数：地下なし・地上1階

（最高高さ12.615m）

設計・監理：日本競馬施設株式会社

松田平田設計

施　　　工：東京競馬場スタンド改築第3期工事

（第Ⅱ工区）共同企業体（竹中・フジ

タ・飛島JV）

用　　　途：観覧場（入場門）

工　　　期：2005年6月～2007年3月

3 構造計画概要
3.1 構造概要

本計画は不特定多数が使用する大スパン歩道橋

として十分な安全性を確保すること、地震応答を

減らし橋脚・基礎の負担を低減させること、桁の

上下振動による鉛直たわみに追従して免震支承が

鉛直面内に回転しやすいこと、温度変化による有

免 震 建 築 紹 介

東京競馬場　連絡歩道橋

藤森 智
松田平田設計

佐藤 和広
同

森田 明
同

写真１　外観および内観



害な温度応力の発生を防止することを目的とし、

免震構造を採用した（図1、2）。

連絡橋全体は31.5m、40.5m、および44.0mの3ス

パンと13.5mの跳ね出しからなる4点支持の連梁で

あり、中間2箇所ではRC橋脚に、両端ではS造橋脚

および正入場門（SRC造）躯体によりGLから約9mの

高さ（歩行面）で支持されている。中間のRC橋脚上

には各2基の鉛プラグ入り積層ゴム支承LRB（ゴム

総厚さ200mm、650mmおよび750mm角型）を、両端

のS造橋脚上および正入場門躯体上には各2基の弾

性すべり支承ABS（径408mmおよび288mm、高摩擦

タイプμ=0.1）を配した構成としている。

連絡橋本体は2本の組立H型鋼を主桁とし、これ

に150mm厚のRC造スラブをスタッドコネクタによ

って接続した合成梁構造が基本となっており、さ

らにビルドボックスによるトラス屋根構造が橋全

体を補剛したトラス橋としている。2本の主桁は3m

の間隔をあけて配され、互いに4.5mピッチで横桁

が接合されている。また横桁と主桁とを対傾構で

接続し、主桁下フランジの座屈補剛とした。主桁

外側から約2.8m跳ね出したブラケットは主桁と同

様に合成梁としており、歩行面の支持と同時に主

桁とトラス屋根とを接続する役割を持つ。

トラス屋根は橋軸方向に対してはトラス橋の上

弦材および斜材としてスパン全体の荷重を支持し、

橋軸直交方向に対してはアーチ状フレームとして

幅約8.6mスパンの屋根を支持している。ブラケッ

トの先端同士を接続する補剛桁は、跳ね出し先端の

荷重を支持する小梁としての役割と同時にブラケッ

ト・トラス屋根接合部の安定性を高める役割を持

ち、トラス弦材の一部として橋脚間スパンの曲げ

による軸力を負担することを許容している。

基礎はGL－11m以深の細砂層を支持層とする回

転圧入鋼管杭を用いている。
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図1 連絡歩道橋2伏・軸組図

図2 システム概要



3.2 構造設計方針

1）長期荷重設計

長期荷重は固定荷重と積載荷重のほか温度荷重

を考慮し、有害な変形や応力が発生しないことを

確認する。

鉄骨およびトラス屋根は（平均20℃）＋45℃、

－30℃の温度変化とした。

長期荷重時のクライテリアは以下のように定める。

・鉛直変位がスパンに対し1/600以内であること

・部材の応力が長期許容応力度以下であること

2）耐震設計

連絡歩道橋は橋脚を下部構造とし、連絡橋本体

（歩行面より下）が免震層、トラス屋根が第1層とい

う断面構成になっている（図2）。

応答解析に用いた地震動は6波とした。サイト波

の関東地震については、敷地特性および本建物に

おける上下地震動（水平上下同時入力）を考慮した

地震波として採用した。サイト波作成にあたって

は、断層の大きさや破壊伝播効果を考慮できる経

験的方法によって敷地直下の地震基盤における地

震動レベルを評価し、次に地震基盤における地震

動を堆積地盤モデルに入射することにより、表層

における地震動を評価した（図3）。

時刻歴応答解析に採用する設計用入力地震動は、

表層地盤の増幅を考慮して基礎底位置での模擬地

震動とした（表1）。免震設計では、固有周期を2秒

程度に抑え、桁変位を小さくすることを基本とし

ている。この内容を踏まえ、耐震クライテリアを

決定した（表2）。

3.3 解析モデル

主桁と橋脚の剛性は、静的解析に基づき設定し

た諸係数を用い、すべての入力レベルにおいて弾

性モデルとする。トラス屋根の剛性は、静的解析

に基づき設定した水平、上下方向の等価せん断剛

性とし、トラス屋根鉛直材は要素端回転拘束、ト

ラス屋根水平材は要素端ピンとする（図4）。

3.4 固有値解析結果

免震装置LRBのせん断歪み度が10％（微小振幅

時）、50％（稀地震動レベル相当）、100％時（極稀地

震動レベル相当）の固有値解析結果を表3に示す。X

方向（主桁方向）に関しては、並進モードが主であ

るため、免震装置固定時の上部構造固有周期はY方向
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図3 検討対象とした地震の断層モデル（x印はアスペリティー）

表1 基礎底レベルの地震波

表2 耐震クライテリア

図4 解析モデル



（主桁と直行方向）のみを示す。また、X方向固有周

期は全体系での1次固有周期のみを示す。

3.5 検討結果（同時入力による構造体の応答結果）

水平・上下方向の地震同時入力（サイト波）に対

するレベル2応答結果を図5～7に示す。

（1）上部構造

最大水平応答変位は主桁及びトラス屋根共に、Y

方向12.4cmであり、最大層間変形角は最大1/366で

あった。また、最大鉛直応答変位は、トラス屋根

で3.8cm、主桁で2.8cmとなっていた。最大たわみ

角は1/487であり、許容値1/400以内であることを確

認した（図5）。

最大水平応答加速度は主桁で205.4（cm/s2）となり、

トラス屋根は433.2（cm/s2）であった。また、最大鉛

直応答加速度は、主桁で1547（cm/s2）、トラス屋根

で3349（cm/s2）となっていた（図6）。

トラス屋根の最大応答せん断力に関しては、全

体に亘って設計用せん断力（図中の点線で表す）に

納まっているものの、最大応答軸力は屋根の上下

動設計震度（1.7G）に相当する軸力の値を部分的に

超えているが、短期許容応力度に対する比率で確

認を行っている（図7）。

（2）免震装置の積層ゴム（LRB）の変形によるせん

断ひずみ

最大応答層間変形は10.6cmとなり、積層ゴム

（LRB）の最大応答せん断ひずみは53％と設定した

目標値150％以下となることを確認した。

3.6 施工時のクライテリア

建方精度の管理値として各梁の鉛直精度を30mm

以下に抑える計画とした。これは、仕上げの水平

精度の確保や免震装置の水平精度を1/500以下に抑

えることより決定している。

4 上下動制振装置
本連絡歩道橋は上下動応答解析結果でも分かる

ように1,000gal以上の加速度が主桁に生じている。

そこで、歩行振動（歩行振動による疲労損傷低減）

及び上下動、水平振動による上下動振動の励起に

対処すべく補助質量付トグル制振装置を採用した

（図8）。

通常の上下動対策として使用される同調質量ダ

ンパー方式は付加質量とバネ、および減衰の3要素
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表3 全体系の等価固有周期（秒）

図6 最大応答加速度

図7 トラス屋根の最大応答せん断力・軸力

図5 最大応答変位



の微妙な動力学的バランスのもとで良好な制振効

果の得られる装置であり、付加質量は構造物振動

重量の約1～2％程度の重量が必要となる為、大き

な構造物等を対象とした場合、大きな付加質量が

必要となる。また、付加質量を余り大きく設定で

きない場合は、制振効果が小さくなる場合が多い。

本システムは補助質量をトグル機構（梃子機構）

によって増幅させ補助質量比の増大を図ったもの

であり、重量項・減衰項・剛性項を有効に制御す

るシステムとなる。

この構造は図9の「mT1」の補助質量の慣性力が、

相対加速度に対して増幅率（α12+α22－α1）倍の効

果があることに対して、絶対加速度に対しては（α1）

倍の効果があることを利用したものである。

また、補助質量の増幅と同様に、図9の「kT, cT」

のバネ及び減衰装置もこの増幅機構によって、増

幅率（4β12）倍の性能が得られる。

5 耐火設計
本計画では、主桁鉄骨及び通路下道路近傍に位

置するLRB及びASBについて耐火性能検証法を行

い、免震装置とトラス屋根以外の鉄骨について無

被覆としている。

具体的に下記の火災の設定条件にて検討を行った。

①局所火災は通路下道路に駐車中のトラック

（10t）の積荷（衣類）を想定

②全体火災は告示第1433号に示された火災継続

時間および火災室温度より検証

6 おわりに
本プロジェクトを設計・施工するにあたり、日

本中央競馬会の皆様、また、共同設計・監理の日

本競馬施設の関係者に感謝します。

上下動制震装置の開発研究の御指導を頂いた石

丸辰治教授（日本大学理工学部）ならびに本件に携

わりました関係者の方々、また、全工期を通じて

綿密な工程管理を確立し、工期内に高品質・高精

度な建物を実現した建築JVの関係者の皆様には深

く感謝致します。
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図8 上下動制振装置

図9 増幅機構付き力学モデルと等価な振動系
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1 はじめに
千葉県の幕張ベイタウンにおいて、当社は1997.9

～2006.3にかけて全9棟の免震建物を施工している。

本稿ではその中でも特徴的なデザインを有するSH-

3④街区（工期：2002.9～2004.8）について報告する。

本建物はJR海浜幕張駅の南東に位置し、幕張ベ

イタウンの一角を成す2棟の共同住宅である。敷地

は東京湾へ注ぐ花見川のほとりにあり、近隣を公

園や緑地に囲まれた環境の良い立地条件となって

いる。A棟は14階建のRC造高層建物、B棟は22階建

のRC造超高層建物であり、近年の構造安全性に対

する関心に応え、高い耐震性を確保した免震構造

としている。建築デザインは隈研吾（隈研吾建築都

市設計事務所）、山下昌彦（UG都市建築）らが手掛

けており、特徴的な外観は購入者からも好評を得

ている。

2 建物の概要
建物名称 （仮称）幕張ベイタウンSH-3④街区

A・B棟

建設場所 千葉県千葉市美浜区打瀬1-7

用　　途 共同住宅

建 築 主 幕張シティ株式会社

設 計 者 株式会社UG都市建築、隈研吾建築

都市設計事務所、株式会社フジタ一

級建築士事務所

工事監理 株式会社UG都市建築、株式会社フ

ジタ一級建築士事務所

施　　工 フジタ・三井建設共同企業体

敷地面積 8770.28ｍ2

建築面積 A棟：1096.15ｍ2、B棟：1066.63ｍ2

延床面積 A棟：10914.69ｍ2、B棟：15618.05ｍ2

軒高さ A棟：44.70m、B棟：69.20m

構造種別 鉄筋コンクリート造

架構形式 桁行方向：ラーメン構造

張間方向：耐震壁付きラーメン構造

基礎形式 場所打ちコンクリート杭

（アースドリル拡底工法）

免 震 建 築 紹 介

（仮称）幕張ベイタウンSH-3④街区　A・B棟

奥村　等
フジタ

吉井 靖典
同

図1.1 建物外観パース

図1.2 建物外観写真



3 構造計画
A棟は鉄筋コンクリート造地上14階建、桁行方向9ス

パン・張間方向1スパンの板状の計画となっている。

一般階の階高は2.95m、14階では各通りで階高が異

なり、V字型の屋根形状となっている。主要な部材断

面は柱が950×950mm、梁は550×800～1000mm、耐

震壁は180～220mmである。コンクリートは設計基準

強度Fc24～Fc36を使用している。免震部材は1階の

床下に設けた免震階に、鉛入り積層ゴムと積層ゴム

（800φ～1100φ）を合計23基配置している。

B棟は鉄筋コンクリート造地上22階建、桁行方向

7～9スパン・張間方向1スパンで、2ヶ所において約

16度の角度をもつ扇形の平面計画としている。一般

階の階高は3.00mで、主要な部材断面は柱が850×

850mm～1000×1250mm、梁は400×600mm～800×

1500mm、耐震壁は180～275mmである。コンクリート

は設計基準強度Fc24～Fc48を使用している。免震材

料は1階の床下に設けた免震階に、鉛入り積層ゴム

（900φ～1400φ）を合計21基配置している。

両棟とも基礎は場所打ちコンクリート杭（アース

ドリル拡底工法）とし、設計GL-28～30m以深の細

砂層（N値50以上）を支持層としている。

4 免震構造概要
免震材料の配置図を図4.1に示す。建物の固有周

期を長周期化させるため、積層ゴム及び鉛入り積

層ゴムを1階床下の柱直下に設置している。

免震材料の長期面圧は13N/mm2程度以下とし、バ

ランス良く配置を行う事で、せん断歪みが10％～

225％の範囲での免震層の偏心率はA棟が最大

1.6％、B棟が最大2.8％となった。

固有値解析の結果、100％せん断歪み時の等価1

次固有周期は、A棟の桁行方向が3.612秒・張間方

向が3.501秒、B棟の桁行方向が3.383秒・張間方向

が3.463秒となった。

また、建物重量Wに対する免震材料全体の100％

せん断歪み時降伏荷重はA棟で0.036W、B棟で

0.037Wとなり、上部構造設計用風荷重を上回って

いる事を確認している。
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図3.1 A棟　軸組図・一般階伏図 図3.2 B棟　軸組図・一般階伏図



5 設計方針
目標耐震性能は表5.1のように定めた。

6 上部構造の時刻歴応答解析
6.1 入力地震動

本敷地は1970年代に造成された埋立地であり、

GL-10m付近までが砂質土主体の埋土となってい

る。PS検層の結果、GL-27m以深より概ねVs=

400m/s以上の洪積層が続いており、この層を告示

波作成時の工学的基盤とした。サイト波の作成に

あたっては、別途GL-2,300mの地震基盤までをモデ

ル化した地盤モデルを用いている。

設計用入力地震動を表6.1に示す。

6.2 解析モデル

本建物の時刻歴応答解析の解析モデルは、免震

材料下部を固定とし、上部構造をA棟は15質点、B

棟は23質点の等価せん断型モデルとしている。復

元力特性は剛性低下型（武田モデル）を用いた。減

衰定数は、上部構造の1次固有周期に対して3％の

瞬間剛性比例型とした。

免震層は鉛入り積層ゴムと積層ゴムのせん断ばね

をスウェイばね1つ＋ロッキングばね1つとしてモデル

化した。スウェイばねの復元力特性には、実験結果

を元に修正バイリニアとRamberg-Osgoodモデルを組

み合わせた修正BROモデルを用いている。減衰定

数はスウェイばねが0％、ロッキングばねが1％とした。

19免震建築紹介

免 震 建 築 紹 介

表5.1 目標耐震性能

表6.1 設計用入力地震動

図4.1 免震材料配置図



6.3 解析結果

レベル2地震動に対し、各棟で最も免震層のベー

スシア係数が大きくなった加力方向の最大応答層

間加速度と最大層せん断力係数を図6.1、図6.2に示

す。（免震材料は標準状態とする。）

免震層の最大層間変位は、A棟が38.6cm（ARTMH

22, Y方向）、B棟が36.1cm（ARTMH22, 45度方向）で、

免震層クリアランスの55cm以下となった。

7 免震材料の設計
免震材料の支持能力を検証するため、立体非線

形応答解析を行い、地震動が水平2方向および上下

方向に同時に作用した場合の免震材料に生じる応

力に対する検討を行った。ここではB棟の解析結果

を示す。モデルの概要を図7.1に示す。

最大引抜き力は、ARTMH22入力時にHX3-HY1に

生ずる-162kN（面圧-0.25N/mm2）となり、目標引張

面圧-0.5N/mm2以下となる事を確認した。免震材料

900φの変形性能図と、ARTMH22入力時の応答を

図7.2に示す。

8 まとめ
14階と22階建の2棟の免震住宅について、計画の

概要を紹介した。

最後となりましたが、本計画の関係者各位にお

礼を申し上げます。
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図6.1 A棟（Y方向加力） 図6.2 B棟（X方向加力）

図7.2 変形性能図

（ARTMH22 900φ）

（上段：最大加速度、下段：層せん断力係数）

図7.1 立体モデル概要



1 はじめに
地震時の安全性を守るため、官庁や病院、マン

ションなどで免震構造が採用されています。

今回は、ホテルとして初めて日本免震構造協

会・作品賞を受賞しました「ホテル エミオン 東

京ベイ」を訪問しました。

2 建物概要
ホテル エミオン 東京ベイは、浦安の埋立事業で

新たに誕生した「新町地域」に、大型テーマパークの

パートナーホテルとして建設された宿泊特化型のアー

バンリゾートホテルです。（写真―1）

低層部には、大きく地域に開かれたレストラン

や大浴場及びサービス諸室が配置され、客室は3階

以上の高層部に設けられています。客室階の最下

階床下に設けられた設備トレンチを免震層として

利用した、地上階中間層免震構造が採用されてい

ます。

所 在 地：千葉県浦安市日の出3

用　　途：ホテル

規　　模：地上24階　高さ87.55m

敷地面積 14236.79m2

建築面積 4292.25m2

延床面積 28476.80m2

構造種別：RC造＋SRC造（一部S造）

施　　主：スターツホテル開発株式会社

設計監理：株式会社日本設計

施　　工：前田建設工業株式会社

開　　業：平成17年6月27日

3 建築計画
低層部は主にパブリックエリアで、1階はエント

ランスロビーのほかレストラン、ペストリー＆

カフェ、パーティールーム、店舗、2階は大浴場、

団体対応スペースからなり、高層部は3階から21階

までが客室、22階に眺望を生かしたバーラウンジ、

スカイラウンジ、日本料理店、プライベートルーム

があります。

施主より、テーマパークを望むバルコニーを持

つ部屋を出来る限り確保することが望まれたこと

から、客室基準階は中廊下タイプの細長い平面形

状が前提となっています。免震構造の採用によっ

て上部構造はRC造で計画でき、さらに弾性範囲内

での設計が可能となり、弓形に大きく孕み、特徴

的な波型のバルコニーを持つ不整形な基準階平面

の超高層RC造が実現しています。

客室基準階には、6,800mmスパン毎に厚さ

250mmの鉄筋コンクリート造耐震壁に囲われた1ユ

ニットを客室単位（約50～60m2）とし、優れた遮音

性能を有する客室が計画できています。客室下層

階では1ユニットを2分割し、約30m2のリーズナブ

ルな客室としています。また、床板には孔あきPCa

版を採用し、居住性の向上を図っています。これ

らの構造は、同時に低階高（4,100mm）において高天

井高（2,700mm）を実現しています。

図―1に建物断面図を、図―2に客室基準階平面図

を示します。
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斎藤　一
アルテス

竹内 貞光
ブリヂストン

小山　実
大成建設

ホテル エミオン 東京ベイ
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写真―1 ホテル全景



免震層を貫通する縦シャフトは、鉄骨造ブレー

ス構造による水平剛性の高いエレベーターシャフ

トを3階床から吊り下げる形式とし、地震時は上部

構造と同じ動きをさせて、シャフトと下部構造躯

体の間に水平クリアランスを設けることで、地震

時の変形に追随させています。これによりシャフ

ト内を走行するエレベーターは、地震時において

も安全に走行できる計画としています。

中間層免震構造の採用により、1・2階のEVホー

ルには免震エキスパンションが発生します。

本建物では、前後左右に動く吊りシャフト部と

ホール側の仕上げ材は左右方向に滑らせ、ホール

床、ホール両サイドの壁及び天井は前後方向のみ

の動きに限定しています。1階床は石張りのため跳

ね上げ式に、2階床は塩ビシート張りのため呑み込

み式に、天井は折上げ部に当たらないようシャフ

ト側を跳ね上げ式のディテールとしています。さ

らにインテリアデザインは、グリッドパターンを

基調とし、スリットが目立たない意匠計画として

います。

写真―2に1階エレベータホールの免震対応を示し、

表―1にエキスパンションの性能目標を示します。

また、外壁部にはボーダー飾りの下端部に免震

スリットを設け（写真―3）、階段部には水平スリッ

トと免震手摺を設置して、大地震時における免震

層の変形に追随させています。（写真―4、写真―5）
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図―1 断面図

図―2 客室基準階平面図（高層階）
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写真―2 1階エレベータホールの免震対応

写真―4 階段部の水平スリット 写真―5 免震対応手摺

写真―3 外壁部免震スリット

表―1 免震エキスパンションジョイントの性能目標



4 構造計画
図―3に構造概要図を示し、図―4に基準階床伏図

を示します。

上部構造の架構形式は、短辺方向が客室の戸境

壁に連層耐力壁を有する耐力壁付ラーメン構造、

長辺方向がラーメン構造として計画されています。

また、大きな層間変形が生じないという免震効果

を利用し、連層耐力壁間のスパンには境界梁を設

けない架構とすることで、中廊下の意匠性向上と

設備スペースの確保が図られています。

上部構造の構造種別は、高強度コンクリートを

用いた鉄筋コンクリート造（RC造）とし、基準階の

施工効率と品質を確保するために、柱をPCa造、大

梁及び床版をハーフPCa造としています。

免震層より下部となる1階～2階は、架構形式を

ラーメン構造とし、構造種別を鉄骨鉄筋コンクリート

造として計画されました。また、下部構造は、上

部構造に比べ、入力される地震力が大きいため、

部材の耐力を十分に確保し、極めて稀に発生する

地震動レベルでも部材は弾性範囲としています。

基礎形式は杭基礎とし、支持層は、T.P.-50m以深

に出現するN値60以上の洪積砂質土層とし、杭頭部

にリブ付鋼管を設けた鋼管巻き場所打ちコンクリート

杭を採用して、杭に要求される耐震性能を確保して

います。

敷地地盤は、GL±0～-14m付近までの間に出現

する砂層において、350gal以上の地表面加速度に対

して液状化が発生する可能性があるため、液状化

の発生を防止する目的で、砂杭を用いた地盤改良

を行っています。砂杭で液状化層を締固めること

により、地盤の強度増加を図って液状化を防止す

るとともに、地盤の強度増加による特性変化を入

力地震動にも反映させています。

地盤改良工法は、静的締固め砂杭工法（（財）国土

技術研究センターの審査証明書を取得している

SAVEコンポーザー工法）が採用されています。

免震部材としては、アイソレータの機能として

天然ゴム系積層ゴム支承及び直動転がり支承が、

ダンパー一体型のアイソレータとして弾性すべり

支承が配置されています。さらに、建設敷地が軟

弱な液状化地盤で、応答変位の増大が予測される

ことから、免震層の応答変位を制御する目的で速

度依存型のオイルダンパーが設置されています。

なお、免震層は完全防火区画された空間として

計画しており、免震部材に耐火被覆は設けられて

いません。

支承及びダンパーの各々の役割と配置を図―5に示

し、各免震部材の設置状況を写真―6～9に示します。
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図―3 構造概要図
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図―4 基準階床梁伏図

図―5 支承及びダンパーの各々の役割と配置



5 地震応答解析
表―2に地震応答解析で用いた入力地震動を示し、

図―6に振動モデルの概要を示します。

地震動には、平成12年建設省告示第1461号の第

四号イに定められた解放工学的基盤における加速

度応答スペクトルにより当該敷地の表層地盤の増

幅を適切に考慮した模擬地震動に加え、過去にお

ける代表的な観測地震波を用いています。

なお、模擬地震動の作成にあたっては、地盤改

良の効果を反映させています。

建物のモデル化は各層を各階床位置で1質点に集

約し、1階床位置を固定、3階床下に免震層を設け

た24質点の曲げ成分を考慮した等価せん断型（弾塑

性）モデルとして評価しています。

架構の復元力特性は、弾性の曲げ成分と剛性逓

減型トリリニアモデルのせん断成分の合成バネと

し、支点のロッキングによる回転角と各層柱の軸

変形による曲げ成分は歪エネルギー等価となる

平面保持を仮定して弾性変形として分離し、残り

の変形を各層せん断成分としてトリリニア型の弾

塑性にモデル化しています。

図―7及び8に地震応答解析結果を示します。地震

応答解析により、表―3に示す耐震性能目標を満足

することが確認されています。
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写真―6 天然ゴム系積層ゴムの設置状況 写真―7 弾性すべり支承の設置状況

写真―8 直動転がり支承の設置状況 写真―9 オイルダンパーの設置状況

図―6 振動モデル概要
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表―2 入力地震動

図―7 応答解析結果

（X（長辺）方向：極めて稀に発生する地震動）
図―8 応答解析結果

（Y（短辺）方向：極めて稀に発生する地震動）



6 訪問記
建物についての説明を伺った後、建物を見学さ

せて頂き、下記のような質疑をさせて頂きました。

Q：免震を採用した理由は？

A：滞在型のホテルとして、住居系と同じような安

全性確保を目指した施主スターツホテル開発株

式会社の方針です。スターツでは、建設中も含

めて現在3棟の免震ホテルがあります。

Q：フロント前に日本免震構造協会・作品賞の盾が

展示してありますが、お客様の反応はどうです

か？

A：リピーターのお客様が多いですが、その中には免

震の建物ということでご利用される方もいらっしゃ

います。

Q：固有周期はどのくらいですか？

A：極めて稀に発生する地震動に相当する免震装置

のせん断ひずみ250％時で、約5.6秒です。

7 おわりに
建物を訪問した12月6日は晴天に恵まれ、ホテル

から見る景色は、まるで外国のリゾート地を思わ

せる素晴しいもので、免震建物という安心感も加

わり、“くつろぎ”と“いやし”を感じることがで

きました。

最後になりましたが、見学にあたってご協力い

ただきました日本設計の中川氏、小林氏及びホテ

ル総支配人勝野氏、関係者方々に深く感謝申し上

げます。
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表―3 耐震性能目標

左端：勝野総支配人

左から3番目：小林氏

左から4番目：中川氏

写真―11 集合写真写真―10 展示されている盾
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1 はじめに
1995年（平成7年）1月に発生した阪神・淡路大震

災は、大都市圏の活断層で発生したいわゆる直下

型地震といわれ、非常に大きな被害をもたらしま

した。消防庁の調べによると、この震災による被

害は、死者・行方不明者が6千人以上、家屋の全半

壊24万棟以上となっており、応急仮設住宅の利用

はピーク時で約3万1千世帯にも上りました。この

震災における地震保険の支払額は約780億円となり

ました。

震災から10年以上経った今日においても、地震

に対する危機意識は国民の胸に深く刻まれており

ます。この震災以降、地震保険の契約数は、官民

一体となった普及活動の結果、2005年（平成17年）

1千万件を超え、現在も増え続けています。

特別寄稿というこの場をお借りし、地震保険と

私たちが担っている役割、成果についてご紹介い

たします。

2 地震保険の役割
地震は火災や自動車事故とくらべ発生頻度が非

常に低い反面、ひとたび大きな地震が発生すると、

巨額な損害が生じます。このため損害の予測が難

しく、保険としては成り立ちにくいものとされて

いました。

1964年（昭和39年）の新潟地震は、地盤の液状化

現象も発生するなど、建物に深刻な被害をもたら

し、多くの人が被災しました。この地震を契機と

して、保険として被災者の生活安定を図る手段が

必要との観点から、政府と損保業界で検討が行わ

れました。その結果、1966年（昭和41年）に「地震

保険に関する法律」が制定され、地震保険制度が

発足しました。

地震保険は被災者の生活安定に資することを目

的とし、再保険を通じて政府が関与している公共

性の高い保険であることから、この法律の下で、

安定的な運営が図られています。主な特徴は以下

のとおりです。

このような保険制度は世界でも珍しいものであ

り、内外から一定の評価を得ています。

近年発生した被害地震についても、迅速な支払

いがなされています。

①地震・噴火またはこれらによる津波によっ

て、家屋や家財に生じた焼失、損壊または

流失等による損害に対して保険金をお支払

いするもの（これらの損害は火災保険では補

償されません）です。

②居住用建物および収容家財を対象としてい

ます。

③火災保険と併せて加入することになってお

り、地震保険単独で契約することはできま

せん。

④保険料率（価格）に保険会社の利益を含めて

いません。保険料は過不足ないように、で

きるだけ低廉に設定するよう定められてい

ます。

地震保険と損保料率機構
～被災者救済の一端を担う～
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表1 地震保険による保険金支払例

損害保険料率算出機構 総務企画部広報グループ



3 当機構の役割
私たちは、「損害保険料率算出団体に関する法律

（料団法）」に基づく、損害保険会社を会員とする

民間の団体で、地震保険・自賠責保険の保険料率

や自動車保険・火災保険・傷害保険等の純保険料

率1の算出、および、自賠責保険の損害調査を主な

業務としている国内唯一の組織です。

地震保険は前述のとおり公共性が高いため、独

占禁止法の適用除外となっており、各損害保険会

社で、同一の補償を同一の保険料率により販売で

きる仕組みになっています。当機構が算出した保

険料率は、金融庁の審査を受けた後に、当機構の

会員において使用することができます。私たちは

地震保険の発足当時から、地震に関する様々な研

究を重ね、妥当な保険料率を算出・提供すること

で、制度の運営に寄与してまいりました。

4 地震保険料率の算出
一般的に、損害保険の保険料率は、大量の事故

データから、数理的・工学的手法を用いて損害を

予測することによって算出されます。地震保険の

場合、この基礎となるデータが少ないところに、

保険料率を算出する難しさがあります。このため

地震保険の保険料率は、モデルとなる地震につい

て、各地域の建物状況・住宅の密集度、および地

盤等の特性を反映させた、被害予測シミュレーショ

ンをコンピュータ上で行い、現在の地震保険契約

に生じる損害を予測します。そして1年あたりの平

均損害額を割出して、それに見合うように保険料

率を設定します。

損害の予測は、それぞれの地震モデルについて

以下の視点から行います。

①建物がどの程度壊れてしまうか（損壊率）

②建物がどの程度燃えてしまうか（焼失率）

③建物がどの程度津波で流されてしまうか（流失率）

5 新技術の取り込みや社会動向への対応
私たちは、これまで社会の動きや様々な技術革

新・研究成果を積極的に保険料率に反映してきて

おり、2006年（平成18年）にも地震調査研究の新た

な成果を取り入れた見直しを行いました。それら

について以下にご紹介いたします。

＜確率論的地震動予測地図の活用　

～保険料率改定の届出～＞

2005年（平成17年）3月に、政府の特別の機関であ

る地震調査研究推進本部は、将来地震による強い

揺れに見舞われる可能性について、統一的な基準

で日本全国を評価した「確率論的地震動予測地図」

を公表しました。この地図の作成に用いられてい

る震源に関する情報は、地震保険料率の算出の観

点からは量・質とも、それまで使用していた理科

年表の地震データのそれを上回るものです。私た

ちは、これらのデータや考え方を活用することで、

より正確な損害の予測が可能になると判断し、合

わせて損害の予測手法も最新のものに改め、保険

料率を全面的に見直し、2006年（平成18年）5月19日

に金融庁に届出ました。

保険料率算出の基本的な流れは変わりませんが、

特に以下の点で大きく進歩しました。

（1）基礎となる地震データ

モデルとなる地震データの数が格段に増加しま

した。また、データの内容をみても、震源につい

てすべて点で表現されていたものが、形状・広がり
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1 保険料率のうち保険金支払いにあてがわれる部分のこと。他方、各社の事業費や利潤にあてる部分の保険料率を付加保険料率という。

図1 地震保険料率の算出概要



が考慮されており、より実態に近いものになって

います。

（2）被害の算出手法

地震による“揺れの大きさ”の予測には「確率

論的地震動予測地図」と同様の手法を採用しまし

た。この手法を採用することによって、全国を約

1km四方に区分した格子（1kmメッシュ）ごとに、そ

れぞれ詳細な損害予測を行いました。

＜免震化・耐震化普及への対応　

～割引制度の拡充～＞

近年、国や地方公共団体が建築物の耐震化を促

進させる方針を打ち出しています。例えば、2005

年（平成17年）9月に中央防災会議が決定した「建築

物の耐震化緊急対策方針」では、地震による建築

物の被害は、死者発生の主要因であるばかりでな

く、出火・延焼等の被害拡大の要因でもあるとし

ています。そのため国は“建築物の耐震化”を地

震対策の大きな柱と位置づけました。

また、国土交通省の住宅・建築物の地震防災推

進会議では、耐震診断・改修を行った建物や免震

建築物への地震保険の割引制度のあり方について

言及がなされるなど、地震保険としても耐震化・

免震化の普及について、一旦を担うことが期待さ

れていました。このような状況を背景に、新たな

割引制度の拡充を検討してきました。

耐震・免震性能の要素を保険の割引制度として

導入するためには、統一的・客観的にその性能が

証明される仕組みが必要でした。2006年（平成18年）

9月に住宅性能表示制度の運用を規定する住宅性能

表示基準に免震建築物の基準が追加され、また、

耐震診断や耐震改修を行った建築物について、新

耐震基準を満たすことの証明書が整理されるなど、

周辺環境が整ったことから、同年9月26日に以下の

割引案を金融庁に届け出ました。

（1）免震建築物割引

住宅性能評価書により免震建築物と評価された

居住用建物およびこれに収容される家財に対して

保険料を30％割り引くものです。

割引率については、免震建築建物が建築基準法

で定める地震力に対してもその性能を発揮するこ

とが要求されていることや、各ハウスメーカーの

振動解析データ等を参考にした、被害予測シミュ

レーションを行った結果に基づいて設定しました。

（2）耐震診断割引

耐震診断または耐震改修により、建築基準法に

定める現行耐震基準に適合していることが確認さ

れた居住用建物およびこれに収容される家財に対

して保険料を10％割り引くものです。

割引率については、耐震基準を満たす既存の建

築年割引や耐震等級割引との整合をはかり設定し

ました。
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表2 理科年表と確率論的地震動予測地図の比較

図2 震源位置の新旧イメージ

図3 地震保険の割引制度



以上の新料率や新割引制度は、実施に向けて、損

保各社において準備が進められることとなります。

私たちは、新料率の実施後も、その妥当性につ

いて検証を行い、安定的な保険料率を提供するこ

とで地震保険の健全な運営に尽くしてまいります。

6 おわりに
地震保険の保険料率や一般説明資料および私た

ちの研究成果については、広くディスクローズし

ています。詳しくは当機構のホームページをご覧

ください。（http://www.nliro.or.jp）

最後に、私たちは日本免震協会様の活動によっ

て、新技術が益々発展・普及し、地震災害から多

くの国民が守られることを心から望んでいます。
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1 趣旨
当協会とも交流のある（社）韓国免震・制振協会

「SIViC(Korea Society of Seismic Isolation and

Vibration Control)」主催の第2回韓・日国際セミナーが

2006年10月19日（木）13：00－18：30、韓国科学技術

会館会議室（ソウル市江南区駅三洞）で開催された。

最近、韓国では集合住宅を中心とした超高層建

物の建設計画が多く進行しており（100階建て以上

が10プロジェクト、60階建て以上が84プロジェク

ト）、日本を越える高層建築ブームとなっている。

それに伴い、災害対策や居住性対策にも注目が集

まってきており、さらに、2005年の福岡県西方沖

地震では距離的に近い釜山において地震による建

物の大きな揺れを体験したことから、地震の多発

しない韓国においても免震や制振による地震軽減

対策が注目され始めている。

このような状況で開催された今回のセミナーは

多数の参加者により盛況に行われ、有意義な講演

と活発な討議が繰り広げられた。

2 セミナープログラム
13：50－14：00

開会挨拶と趣旨説明

（李利衡：韓国免震・制振協会会長）

14：00－14：30

国内・外の免震・制振構造の現況と韓国での活用

可能性

（李元虎：光云大学教授）

14：30－15：00

建築用免震装置の要求性能と設計

（黄基泰：エコニング代表）

15：00－16：10

地震リスク低減のための免震技術　日本の現状

（久野雅祥：大成建設耐震推進部 JSSI普及委員会員）

16：20－16：50

履歴ダンパーを適用した制振構造の性能及び設計

（呉相勲：RIST研究院）

16：50－18：10

電気通信設備の地震対策　日本の現状

（鈴木幹夫：日本NTTファシリティーズ建築事業本部

JSSI普及委員会員）

18：10－18：30 質疑

3 セミナー概要
始めに李利衡会長から、挨拶とセミナーの趣旨

説明があり、その後、各講演者による発表が行わ

れた。日本側講演者の発表は日本語で行われたが、

韓国語に同時通訳されスムーズにプログラムが進

行された。

韓国では、日本のように過去に地震が多発した

ことがないため、地震被害低減を目的とした免

震・制振構造の検討は殆ど実施されておらず、最

近の超高層建物に採用されている制振構造は主に

風対策用に採用されたものである。しかし、2005

年の福岡県西方沖地震における大きな揺れを体験

し、地震被害低減を目的とした免震・制振構造の

採用が検討されてきており、今後の需要増加が注

目され始めている。その影響もあり、聴講者の多

（社）韓国免震・制振協会　
第2回 韓・日国際セミナー
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普及委員会 西川一郎

写真1 李利衡会長挨拶



くは、学生や若手の設計者であり、参加者の過半

数を占めていた。

本セミナーは、第2回であり、第1回と同様に日

本側から講演者が参加しており、今回は当協会よ

り久野雅祥氏と鈴木幹夫氏が参加した。

以下に、各発表の概要を示す。

3.1 李元虎氏（光云大学教授）より「国内・外の免

震・制振構造の現況と韓国での活用可能性」に関

する講演が行われた。日本および韓国の各種制振

構造の建物と、設計中も含め韓国の免震建物4例が

紹介された。

3.2 構造設計者である黄基泰氏（エコニング代表）

より「建築用免震装置の要求性能と設計」の題目

で韓国で実施された鉛直荷重3000トンの圧縮せん

断試験機による天然ゴム系積層ゴムの限界性能を

含む各種性能評価試験結果が紹介された。

3.3 日本側招待講演者として久野雅祥氏（大成建設

耐震推進部）より「地震リスク低減のための免震技

術」に関する講演が行われ、呉相勲氏が韓国語に

同時通訳した。

日本における現在のBCPへの取組み、大成建設が

設計・施工した電子デバイス施設の微振動性能と免

震性能を同時に実現した「MiC免震システム」、官庁

施設である豊島区役所の免震レトロフィット、そして、

超高層免震・制振建物としてサンポート高松シンボル

タワーの紹介により、日本の現状を紹介した。久野氏

の講演に対しては、日本における耐震改修の進捗状

況、非構造部材・設備機器の耐震対策に関する質疑

があった。

3.4 建築構造研究者の呉相勲氏（財　浦項産業科学

研究院　鋼構造研究所）より「履歴ダンパーを適用

した制振構造の性能及び設計」の題目で韓国で実

施されている各種鋼材を使用した耐震補強・制振

構造とその評価が紹介された。

3.5 日本側招待講演者として鈴木幹夫氏（日本NTT

ファシリティーズ建築事業本部）より「電気通信設

備の地震対策」に関する講演が行われ、黄基泰氏

が韓国語に同時通訳した。

NTTグループが過去の多くの大規模災害の教訓

として実施した対策と現在実施している以下の防

災対策例の紹介。

○大規模通信タワーを搭載する通信用建物への免

震構造と制振構造の適用

○通信装置などの各種耐震対策と三次元振動試験

システムを利用したその評価基準

日本と同様に情報通信が普及し、大手の情報通

信会社が存在する韓国に於いても注目される内容

であった。鈴木氏の講演に対しては、振動台を用

いた通信装置の耐震試験に使用する加振波形の特

性や、機器の耐震対策として免震技術を利用する

場合のコストなどに関する質疑があった。その他、

耐震偽装に対する日本の取り組みに関する質疑が

あり、本事件が、国際的に注目されている重要な

事件であることを改めて感じた。
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写真2 久野氏講演 写真3 鈴木氏講演



4 質疑・討論など
各講演後および全ての講演が終了した後に質

疑・討論が実施され、日本側の講演にも多くの質

疑がなされた。

殆ど地震の発生しない韓国では、地震対策は今

後の課題であるが、質疑・討論など会場の雰囲気

から相当に注目され始めていると感じた。

5 韓国免震建物見学
10月20日（金）、黄基泰氏の紹介で、韓国初の免

震建物である「トラムハウスⅢ」を見学した。

本建物はソウル市江南区瑞草区瑞草洞（ソウル市

南部）に在し、2000年12月竣工である。

緑の非常に少ないソウル市の中では、後方に国

有林があり環境的にも恵まれた場所に建てられて

いる。

以下に建物概要を示す。

○本建物は、地下3階・地上12階建ての鉄筋コンク

リート造の高級集合住宅である。

○地下階は主に駐車場で、核シェルターを有して

いる。1階ピロティー階が免震層、2階以上が住戸

である。

○地上階は奥行き17m、幅56mで、中央7.5m幅の階

段室を挟み各階左右2住戸で構成されている。
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写真4 会場全景

写真6 トラムハウスⅢ全景

写真5 セミナー終了後記念写真



免震装置は、建物4隅に直径1500mmの鉛プラグ

挿入積層ゴム4体が配置され、その他の平面中央部

に球体転がり支承（SBB）8体が配置されている。

免震装置が設置されている1階エントランスは居

住空間としては使用されておらず、免震装置も敷

設当時と変わらない状況で、十分に維持管理され

ていると感じた。

なお、本建物の免震構造を含む構造設計には、日

本の構造設計集団およびダイナミックデザインが協力

をしており、免震装置も日本の装置メーカーが納入し

ている。韓国初の免震建物であったため、関連行

政の説得など、建設許可などに対して、相当に苦

労したとのことである。

なお、この免震建物は現在ソウル市で最も不動

産資産価値の高い建物になっているとの事である。

6 まとめ
ソウル市中央部の高層オフィスビル群、周辺の

高層住宅群、そして、PM12時近くまでの市中央部

の交通渋滞など、東京以上の一極集中の状況を見

て、今回のセミナーの目的である地震を含めた災

害対策や居住性対策が急務の課題であると感じた。

今後とも、（社）韓国免震・制振協会の活動などに

よって、早期の対策が実施されることを期待する。
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写真7 積層ゴム設置状況

写真8 球体転がり支承（SBB）設置状況

写真9 配管の設置状況



39講習会報告

講習会報告

1 はじめに
昨年11月2日（木）、東京工業大学　西9号館ディジタル多目的ホールにて「第4回技術報告会」が開催さ

れました。

今回の報告は、前回の第3回技術報告会が2004年3月15日に開催され、それ以後ほぼ2年半の活動の成果

報告となりました。報告書には、下記にプログラムを示しますように、入力地震動の話から免震構造の

設計・施工・維持管理、および制震構造の設計・施工の話題に至り、5つの技術部会9つの小委員会の多

岐に渡る新鮮なテーマが掲載されました。報告会の概要を以下に紹介しますが、とてもその主旨を十分

にすべて伝えられるものではありません。是非、この技術報告会梗概集に直に目を通して頂き、その成

果を堪能して頂きたいと思います。なお、会場は、報告者と各委員会のメンバーが中心であったようで

すが、我々会員は、これらの高度で意義深い技術成果をより有意義なものにしていくために、実設計・

施工に導入し、より多くの技術者に展開していくことが、重要であると痛感しています。

2 プログラム
12：30 開会の辞 技術委員会 委員長 和田　章

12：35 設計部会 公塚正行

設計小委員会 公塚正行

13：00 入力地震動小委員会 瀬尾和大

13：30 設計支援ソフト小委員会 酒井直己

14：00 施工部会 原田直哉

14：30 （休憩）

14：40 免震部材部会 高山峯夫

アイソレータ小委員会 高山峯夫

15：00 ダンパー小委員会 荻野伸行

15：30 住宅免震システム小委員会 高山峯夫

16：00 防耐火部会 池田憲一

16：30 応答制御部会 笠井和彦

パッシブ制振評価小委員会 笠井和彦

制振部材品質基準小委員会 木林長仁

17：00 アクティブ制振評価小委員会 西谷　章

「第4回技術報告会」
CERA建築構造設計

世良　信次

写真1 和田委員長挨拶 写真2 報告会の状況
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17：20 総合討論

18：00 閉会

3 報告概要
3.1 設計部会・設計小委員会

主に以下の3つのテーマを中心とした作業経過が報告された。

（1）「免震建築物の耐震性能評価表示指針及び性能評価例」の刊行

（2）長周期地震動に対する免震建物の応答

（3）免震部材と取付け躯体接合部の設計指針（中間報告）

（2）のテーマでは、最近注目されている長周期地震動の応答解析事例が紹介された。また、（3）では

最近発生した免震部材の取り付け部のトラブルを反省し、各部材の取り付け部の設計指針と設計例が紹介

された。

3.2 設計部会・入力地震動小委員会

主に以下の2つの活動を終了したことが報告された。

（1）「JSSI時刻歴応答解析による免震建物の設計基準・同マニュアル-2003-」の「第5章第2節:設計用

入力地震動」の刊行

（2）「免震建築物のための設計用入力地震動作成ガイドライン」の刊行

現在は、さらに以下の3つのテーマを重視し活動を行っており、本会ではその概要が報告された。

（1）長周期地震動の予測・評価に関する検討

（2）地震ハザードステーション[J-SHIS]の利用に関する検討

（3）免震建物における地震観測のあり方に関する検討

3.3 設計部会・設計支援ソフト小委員会

免震告示第6の計算解析方法において、免震部材の特性値のばらつきやひずみ依存性を有する免震材料

の耐力曲線の算定上の導入方法によって結果がどの程度異なるか、例題建物を用いて紹介された。

3.4 施工部会

「JSSI免震構造施工標準」の改定2005年度版について改定概要が報告された。特に超高層免震構造、中

間階免震、免震レトロフィットなど適用範囲の広がりや新しいタイプの免震部材の施工方法について報

告された。また、耐火被覆の施工例を示し、その考え方が紹介された。

3.5 免震部材部会・アイソレータ小委員会

現在の活動としてアイソレータの設計・選択、取り付け部の設計までを含めた技術ハンドブック的な

「アイソレータの設計・施工の現状と課題（仮称）」を作成中であることなどの報告があった。

また、エネルギー吸収性能評価WGの成果として、高減衰積層ゴム、鉛プラグ入り積層ゴム、弾性すべ

り支承の繰り返し試験による温度測定結果が報告された。

3.6 免震部材部会・ダンパー小委員会

2000年以降のダンパーに関する試験データを収集し、各種ダンパーの基本性能・限界性能・各種依存

性の究明に加え、性能比較から施工・管理の注意点まで報告された。
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3.7 免震部材部会・住宅免震システム小委員会

“戸建て免震建物を評価する”目的から、現実的な現状から“正しい情報を提供する”方向に活動目的

が修正され、「大工・工務店のための免震住宅設計・施工マニュアル（仮称）」を作成した。本会では、そ

の概要の報告がなされた。

3.8 防耐火部会

「免震装置を含む建物の防火安全性の担保」を活動目標として、免震建物の防耐火性能に関して発生す

る問題を解決していること、また防耐火性能に対する包括的な設計手法や工学的評価を可能とする耐火

設計ガイドラインを作成中であることが報告された。特に、問題解決の成果として、積層ゴムの耐火被

覆を施した免震装置の耐火構造認定が取得されていることが報告された。

3.9 応答制御部会

パッシブ制振構造設計・施工マニュアル第1版を2003年10月に発行し、新たに摩擦ダンパーを加えた第

2版の発行に至り、多くの委員会・WGで充実化がなされ、海外への普及も計画されていることが報告さ

れた。

また、報告書には、長周期入力地震動に対する制振ダンパーの性能として長時間の繰り返し載荷試験

の性能特性が報告された。

3.10 アクティブ制振評価小委員会

「アクティブ・セミアクティブ制振の手引き」の中間報告がなされ、手引き作成の背景、AMD制御シス

テムを用いた風揺れの制御を目的とした制御設計例等の紹介がなされた。

4 総合討論
主な討論議題として、「免震構造では、上部構造

を許容応力度設計であれば耐震性能は十分である

という傾向が感じられるが、変形性能を考慮した終

局の状態を考慮した設計も欠かせない・・・」という

主旨の要望があった。これに対し米国の免震構造

に対する評価の話や想定外の地震動に対する水平

クリアランスの衝突シミュレーションの結果、ストッ

パーの効果、設計では免震層が終局性能を支配す

る話などをまじえた討論が交わされた。

写真3 質疑状況



1 はじめに
入力地震動小委員会は、2005年度から委員

を拡充再編成して第Ⅱ期目の活動に入っている。

その目的は、協会内部において地震学や強震動

予測分野の研究動向を常に把握し、最新の研究

成果が免震建物の設計実務に反映できるような

体制づくりを目標としている。そして現段階で

は、当面の検討課題を次の3点に絞って活動を

開始したところである。

2 長周期地震動の評価
2.1 長周期地震動の最近の動向

長周期地震動がクローズアップされた地震と

しては、200 3年9月の十勝沖地震が挙げられ

る。震源から20 0 km以上も離れた苫小牧で、

石油タンクのスロッシングによる火災が発生し、

改めて長周期地震動の脅威を認識させた地震で

あった。

釧路地域に関しては、免震建物がいくつか建

設されており、この地震での観測記録が得られ

ている。図2―1は、釧路市内で得られたいくつ

かの強震観測記録の変位応答スペクトル（減衰

20％）と、実際の免震建物の応答変位をプロッ

トしたものであるが、同じ釧路市内でも周期2

秒以上の変位応答スペクトルおよび実際の応答

変位は大きく異なっている。これらの違いは地

下構造の変化による地震動特性の違いと考えら

れており、設計用入力地震動の設定においては、

深い地盤構造の影響も考慮する必要があること

が改めてわかった。

地震動は、地殻に蓄えられた歪みエネルギー

が、急激な食い違い運動によって放出され、地

震波として伝搬してきたものである。従って、

長周期を含む地震動を評価するためには、食い

違い運動に関する情報（震源特性）、震源から

ある地点の基盤までの地震波の伝播に関する情

報（伝播経路特性）、基盤から地表までの地震

波の伝播に関する情報（サイト特性）が必要で

ある。

これらの地震動を評価する方法として、代表

的な手法の概念を図2―2に示す。

距離減衰式や応答スペクトルの回帰式で算定

する最も簡便な経験的手法がある。これらは、

点震源を仮定し平均的な値で評価するため、破

壊過程やアスペリティの影響は考慮できない。

また、工学の分野で断層モデルの概念を取り

入れた研究として、翠川・小林の方法がある。

この方法は、断層の破壊効果（ディレクティビ
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サイト特性を反映した長周期の入力地震動を目指して
―第4回技術報告会における入力地震動小委員会報告より―

図2―1 強震記録の変位応答スペクトル1）

技術委員会・設計部会・入力地震動小委員会 （平成19年1月　現在）
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竹中　宏明 東急建設株式会社 吉井　靖典 株式会社フジタ
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ティ効果）や地震基盤から表層の地盤構造によ

る地震動増幅特性を設計者に意識させ、工学の

分野に幅広く受け入れられた。ただし、包絡形

の足し合わせに対する物理的な意味など問題点

も指摘されている。

そこで登場したのが半経験的手法（波形合成

法）や理論的方法である。半経験的手法は、既

存の小地震の波形から大地震の波形を合成する

方法で、経験的グリーン関数法と統計的グリー

ン関数法がある。

経験的グリーン関数法は、想定する断層の震

源域で発生した中小地震の波形を要素波（グリ

ーン関数）として、想定する断層の破壊過程に

応じて足し合わせる方法であり、統計的グリー

ン関数法は、多数の観測記録の平均的特性をも

つ波形を要素波とするものである。

理論的手法は、数値理論計算により地震波形

を計算する方法である。この手法では、震源断

層の不均質特性の影響を受けにくい長周期領域

については評価できるが、破壊のランダム現象

が卓越する短周期領域についての評価は、現時

点では困難である。

ハイブリッド合成法は、長周期領域を理論的

手法、破壊のランダム現象が卓越する短周期領

域を半経験的手法でそれぞれ計算し、両者を合

成する方法である。

2.2 建築学会提供波

本小委員会では、免制振構造物の長周期地震

動に関わる検討を進めることを目的として、

「東海地震等巨大災害への対応特別調査委員

会」2）より「提供波」の使用を承認頂いた。

図2―3に提供波の加速度波形を示す。いずれ

も最大加速度は小さいが、継続時間は200秒

を超えている。このことから、瞬間的な最大応

答よりも、継続時間に伴う応答の繰り返しによ

って、構造物に及ぼす影響が今後重要な課題に

なると考えられる。

提供波の特性を評価するために、第3回技術

報告会3）で行った方法で、弾塑性応答スペクト

ルを計算した。2次剛性を変化させたノーマル

バイリニアモデルで応答解析を行い、弾塑性応

答スペクトルを作成した。2次剛性（積層ゴム

のみの剛性）K2による免震周期Tは、2～8秒

の間を0.02秒刻みに変化させ、1次剛性（ダン

パーの剛性）をK1＝13 . 0×K2、免震層の降伏

せん断力係数をμ＝0.05として解析した。

図2―4に変位弾塑性応答スペクトルを示す。

代表的な結果として、東海地震での新宿、横浜

の結果、東海・東南海地震での名古屋三の丸お

よび南海地震での大阪管区気象台の結果を示す。

関東および関西地域では、過去に行われた告示

模擬波のレベルと大差ないが、名古屋において

は3秒付近を中心に大きく卓越し、告示模擬波

によるものの倍近い大きさとなった。
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図2―2 強震動の評価手法の概念

図2―3 建築学会提供波



2.3 課題と今後に向けての議論

全ての地域で長周期地震動を考慮すべきか？

大地震時の長周期地震動の観測記録があまり

無い現状では、どの程度の大きさの長周期成分

を考えれば良いのかがはっきりしない。対象と

する敷地周辺にシナリオ地震の対象とすべき断

層はないか、長周期地震動の卓越する盆地構造

になっているかどうかの把握を行うことにより、

ある程度長周期地震動を検討対象にすべき地域

は限定できるのではないであろうか。

こういった観点からは、長周期を考慮すべき

地域のマップのようなものが国や研究機関から

出てくれば、設計者としては有益である。内閣

府より公開されている「表層地盤の揺れやすさ

マップ」が全国版として公開されているが、こ

れの長周期版のようなものがあれば、少なくと

もその周期帯を避けて設計するなどの対策が可

能かもしれない。

長周期地震動の作成に関して

長周期成分を考慮するために、経験的グリー

ン関数法やハイブリッド合成法でサイト波の作

成を行う場合、現状では限られた機関（研究

者）でしか作成できない状況にある。専門家に

依頼すると、かなりのコストを必要とすること

から、通常の構造設計料の中では対応できない

可能性が高い。

一方で、これらの予測手法や設定された3次

元の地下構造モデルは未だ確立されているとは

言い難く、作成者によってのばらつきも大きい。

一つの方法として、地震調査研究推進本部

（J-SHIS）のように、標準的な地震動波形をダ

ウンロードできるシステムは望ましいといえる。

これを使って、地震動のレベルの検証を行うこ

とは可能であると思われる。

しかし、これらの波を与えられたものとして

無条件に設計に用いることは問題であろうし、

これらの地震動波形の設計における位置づけを

設計者は明確にすべきであろう。

3 地震ハザードステーション（J-SHIS）の利用
平成1 7年 5月 9日より「地震ハザードステ

ーション（J-SHIS）」のインターネット上での

運用が開始された4）。J-SHISとは、地震調査研

究推進本部地震調査委員会が作成した「全国を

概観した地震動予測地図」を、インターネット

システムとして防災科学技術研究所が開発した

ものである。「全国を概観した地震動予測地

図」には「確率論的地震動予測地図」と「震源

断層を特定した地震動予測地図」があり、この

うち「震源断層を特定した地震動予測地図」で

はシナリオ地震による詳細な地震動評価が行わ

れ、計算された工学的基盤での時刻歴速度波形

をダウンロードすることができる（加速度波形

に変換すれば一般の地震応答解析で利用可）。

一方、構造設計において建物の耐震安全検討

を地震応答解析で行うときの入力地震動の重要

性は十分理解されてはいるが、実際に建設サイ

トの予測地震動をその都度作成することは決し

て容易ではない。すなわち、予測地震動がダウ

ンロードできるJ-SHISが将来の構造設計に少

なからず影響を及ぼすことも考えられる。

本小委員会では、公的機関が予測地震動等を

公開しているということに関心を向ける必要が

あると考え、公開システムの目的や特性、ダウ

ンロード可能な地震波形の設計利用について調

査を開始することとした。調査の最初にあたっ

て、まずJ-SHISの「紹介」および構造設計者に

とってダウンロード波形などからいったい何が

わかるのかという観点で以下の調査を行った。

①波形のダウンロードが可能な断層一覧調査

②異なるサイトにおける予測地震動の評価

③観測地震動との比較例

④予測地震動による地震応答解析例

本報告は、上記の内容によって構造設計者が

J-SHISに関心を寄せることと予測地震動につ

44 MENSHIN NO.55 2007.2

技術委員会報告 ― 1

図2―4 弾塑性変位応答スペクトル

［提供波より代表的なものを抽出］
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いて「議論」が高まっていくための土壌つくり

を目的としている。以下にその概要を述べる。

3.1 波形のダウンロードが可能な断層一覧

波形のダウンロードが可能な断層一覧（詳細

法で評価された地震断層）を図3―1に示す。

3.2 異なるサイトにおける予測地震動の評価

十勝沖地震において複数のサイトで予測され

る地震動の応答スペクトルを比較した。その結

果、予測地震動において地形構造や伝播の特性

によると考えられる違いが現れていることが確

認できた（図3―2、各地点名は第4回技術報告

会梗概集に記載）。またJ -SH I Sでは深部地下

構造モデルの概況も確認できる。

3.3 観測地震動との比較例

十勝沖地震での予測地震動は、2003年に発

生した十勝沖地震の震源断層に関する研究成果

に基づいた震源モデルで評価されている5）こと

を受け3.2.節で検討した各サイトについて予測

波と観測波の比較を行ってみた（図3―3）。観

測波はK-NET6）波を工学的基盤まで引き戻した

ものとした。比較の結果、全体を通じて短周期

側が過大評価、長周期側が過小評価になってい

る傾向が見られた。今後のレシピの改良や三次

元地下構造モデルの精度向上などが期待される。

3.4 予測地震動による地震応答解析例

中央構造線断層帯（金剛山地東縁－和泉山脈

南縁）による某地点の予測地震動（図3 ―4）を

用いて、仮想免震建物モデルの地震応答に関す

るパラメトリックスタディを行った。予測地震

動に対し、降伏荷重特性値が重量比2％程度で

接線周期が4秒超の免震建物では応答変位が

80cmを超える結果となった。
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図3―1 ダウンロード可能なシナリオ地震

図3―2 各地の応答スペクトル（h=5％）

図3―3 2003年十勝沖地震の観測波と予測波、スペクトルの

比較（釧路NS成分）



4 免震建物における地震観測
4.1 地震観測アンケート

免震建物で行われている地震観測の現状、及び

その結果がどのように利用されているかの実態

調査を目的として、2005年11月～2006年4月

にかけて「免震建物における地震観測の実施状

況について」と題したアンケートを、日本免震

構造協会会員を対象に行った。

2006年10月現在、152棟の免震建物について

の回答を頂いた。建物位置を図4―1に示す。デジ

タル観測装置を有する建物は96棟（64％）、ケガ

キ装置を有する建物は69棟（46％）、両方を有す

る建物は27棟（18％）であった。またこれらの建

物についての発表文献32編の情報を提供頂いた。

（第4回技術報告会梗概集に掲載）

4.2 これからの地震観測

高層化・大型化が進む免震建物では、地震時応

答の高次モードや入力地震動の位相差、長周期

地震動の影響が無視できないものとなってくる。

当小委員会ではこれらに適切に対応するための

観測方法（種類・位置・箇所数etc.）を提案した

いと考えている。

また、近年増加している免震戸建住宅において

地震観測を普及させる為には、初期費用や維持

費の低減など解決すべき問題が多々ある。

当小委員会では、より多くの地震観測やデータ

の活用が行われるよう努力をしていきたい。免

震構造の普及と発展のためにも会員各位のご協

力をお願いしたい。

5 おわりに
上記の活動に当たっては、日本建築学会東海

地震等巨大災害への対応特別調査委員会の西川

孝夫先生、入倉孝次郎先生のご厚意により、

“提供波”の当委員会内部での使用をお許し戴

いた。また（独法）防災科学技術研究所がネット

で公開しておられる［J-SHIS］を利用させて戴き、

当委員会からの質問にも丁寧なご教示を賜った。

関連してK-NETも活用させて戴いた。本協会

の会員各社には免震建物の地震観測に関するア

ンケート調査にご協力戴いた。以上のご関係各

位には深甚なる謝意を表する次第である。

【参考文献】
1）境茂樹、片岡俊一：北海道での観測例、第4回強震データの活

用に関するシンポジウム-、日本建築学会

2）日本建築学会東海地震等巨大災害への対応特別調査委員会：巨

大地震による長周期地震動の予測と既存建築物の耐震性と今後

の課題、2006年度日本建築学会大会研究協議会資料、2006.9

3）日本免震構造協会　技術委員会：第3回技術報告会梗概集、

2003.4

4）藤原広行：全国を概観した地震動予測地図について、日本建築

学会　第33回地盤震動シンポジウム、2005

5）地震調査研究推進本部、地震調査委員会：2003年十勝沖地震の

観測記録を利用した強震動予測手法の検証、2004

6）防災科学技術研究所強震ネットワーク　

http://www.k-net.bosai.go.jp/k-net/
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図3―4 中央構造線断層帯（金剛山地東縁－和泉山脈南縁）によ

る予測波形と解析に用いた波形の速度応答スペクトル

（h=5％）

図4―1 アンケート回答の免震建物
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1 はじめに
平成12年建設省告示第2009号の施行により、ある

一定条件を満たせば、60m以下の基礎免震建築物は、

時刻歴応答解析を行なわずに同告示第6（以下、告

示第6）に従った構造計算を行なえば、建築確認を受

けることができるようになった。この告示第6による免

震構造計算法については、解説書（文献1），2））が出

版されており、設計者はこれらを実用コードとして参

照し構造計算を行なっているものと思われる。また、

パブリックユースの設計プログラムも販売、使用され

ている様である。告示第6やこれらの解説書によると、

応答の計算方法や免震材料の温度変化、経年劣化、

特性値のばらつきの影響の評価方法が複数考えられ

そうである。また、歪依存性をもった耐力曲線を有

する免震材料も多数存在する。上記事項の考慮の仕

方の相違により、得られる応答がどの程度異なってく

るかを文献1）の設計例1・2について検討し、免震告

示設計において注意すべき点を報告する。

なお、本報告で用いる記号は、文献2）に準じてい

る。主な記号を以下に示す。

δs ：設計限界変位

δ ：基準変位

Q ：地震によって免震層に作用する地震力

hd ：履歴免震材料による免震層の等価粘性減

衰定数

Fh ：免震層の振動の減衰による加速度の低減率

α、γ：免震材料のばらつき、環境及び経年変化に

よる変形増大率、層せん断力増大率

δr ：免震層の応答変位

2 応答計算方法の想定
本報告では以下の応答計算方法を想定した。

2.1 最大δs法

文献2）の「2.5.7 免震層の応答変位」の解説に

よると免震層の復元力特性上（耐力曲線上）のδsの

点を通る等価剛性Kと、その時のhdに基づきFhで低

減された応答スペクトルとの交点が、告示第6で要

求されている標準剛性に基づく重心位置の応答と

みなす変位δとされている。本報告では、最も単

純な方法として、取り得る最大のδs（各免震部材

の設計限界変形mδdの最小値）を固定し、収束計算

を行なわないでδを求める方法をまず行なう。こ

の方法を最大δs法と呼ぶ（図2.1）。
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「改正建築基準法の免震関係規定の技術的背景」の
設計例を用いた免震告示第6の計算解析結果の比較

技術委員会・設計部会・設計支援ソフト小委員会 （平成19年1月　現在）

委員長 酒井　直己 株式会社大建設計

幹　事 中村　敏治 大成建設

委　員 石鍋雄一郎 株式会社構造ソフト

京島　弘之 共立建設株式会社

佐々木頼孝 東洋ゴム工業株式会社

浪田　裕之 株式会社構造計画研究所

山崎　久雄 ユニオンシステム株式会社

渡辺　信也 株式会社構造システム

図2.1 収束計算をしない場合（最大δs法）



2.2 δs=δr収束法

次に、文献2）に記載されている様に、前回の計

算よって得られたδからδsを1.1・α・δで再評価

し、δsが収束するまで繰り返し行なう（図2.2）。こ

れをδs=δr収束法と呼ぶ。

2.3 δ収束法

限界耐力計算法に関する文献4），5）に記載されて

いるいわゆる応答点（Performance Point）をδとする

方法をδ収束法と呼ぶ。得られたδの耐力曲線上

のせん断力をQとし、次回の計算の等価剛性KをQ/

δで評価し、δとQが収束するまで計算する（図2.3）。

この方法は（Q、δ）が耐力曲線上にある点では、時

刻応答解析の応答値と同じである。文献4）の設計

例1・2では、この方法でδを求めている。

※「応答値」については文献2） 図2.5-2参照。

3 免震材料の温度変化、経年劣化、特性値の
ばらつきが応答値に及ぼす影響の評価方法
の想定
免震材料の温度変化、経年劣化、特性値のばら

つきが応答値に及ぼす影響の評価方法に3つの方法

を考え以下に説明する。また、本報告では、「免震

材料の温度変化、経年劣化、特性値のばらつき」

を総称して性能変動と呼ぶこととする。

3.1 剛性比法

文献1）・2）では、α、γを各性能変動による剛性

変化率の和によって評価している。具体的には下

記の様に記載されている。

「例えば、

経年変化による剛性増減率の負側最小値 0.00

温度依存性による剛性増減率の負側最小値 -0.07

製品ばらつきによる剛性減少率の負側最小値 -0.10

とすると、αは下式により計算される。」

文献1）2）の設計例等には、免震材料毎の上記の

各数値をどの様に算出するのかの記述を見出せな

かった。本報告では、上記の「剛性増減率」とは

「等価剛性の増減率」と解釈し、文献3）に記載され

ている水平性能の変化率、製造ばらつきの値を参

考に、想定される性能変動状態の耐力曲線上を求

め、δs時の標準状態と性能変動状態の等価剛性の

比によって、α、γを算出した。ただし、δ収束

法の場合はδ時の等価剛性とする。このα、γの

評価法を剛性比法と呼ぶ（図3.1）。
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図2.2 収束計算（δs=δr収束法）

図2.3 収束計算（δ収束法）

図3.1 剛性比法
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3.2 標準Fh法

文献2）の解説には、性能変動を考慮した耐力曲

線を用いて性能変動時のδ、Qを求めることが認め

られている。同書によると、この際変動を考慮し

ない標準剛性に基づいた等価粘性減衰定数hdを用

いてFhを計算して良いことになっている。このα、

γの評価法を標準Fh法と呼ぶ。α、γは下式によっ

て計算する（図3.2）。

※文献2）の「2.5.7 免震層の応答変位（4）応答変

位」の解説には、標準剛性に基づいて計算した

等価粘性定数を用いてよい旨が記載されている

が、「2.5.9 上部下部構造の設計用層せん断力

（1）上部構造の設計用層せん断力」にはその記載

は特には無い。

3.3 変動Fh法

標準Fh法と同様に、性能変動を考慮した耐力曲

線を用いて性能変動時のδ、Qを求める。等価粘性

減衰定数hdについては性能変動を考慮した耐力曲

線に基づいて計算したΣWi,ΣΔWiからFhを計算す

る。このα、γの評価法を変動Fh法と呼ぶ。α、

γの計算式は標準Fh法と同じである（図3.3、図3.4）。

4 検討ケース
以上の応答計算方法3つ（項目Ⅰ）と性能変動の評

価法3つ（項目Ⅱ）を組み合わせて、告示第6による

応答値に及ぼす差異を求める。項目Ⅱで性能変動

検討方法に標準Fh法・変動Fh法を用いる場合は、

歪依存性を考慮するのが当然のことと思われるの

で、標準Fh法・変動Fh法の場合は歪依存を考慮し

ない場合は行なわない。設計例2の高減衰系積層ゴ

ムは耐力曲線が歪依存性を有するため、歪依存性

の考慮する、しない（項目Ⅲ）の影響も検討する。

以上より、検討ケースは表4.1の12通りとなる。

なお、検討ケース1と4は、免震材料の特性値の

初期値が同じδs時のものであれば同じ結果となる

ので、検討ケース4は省略する。応答計算方法がδ

収束法の場合、耐力曲線は各性能変動ケースのδ

を用いているため、標準状態のδs時のhdを用いる

標準Fh法になじまないので、検討ケース9も省略す

る。設計例1はひずみ依存性の無い水平特性をもつ

免震材料を用いているために、検討ケース4～6と

1～3は同じとなるので4～6は行なわない。

したがって、設計例1に対しては計8ケース、設

計例2は10ケースの計算を行なう。
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図3.2 標準Fh法

図3.3 変動Fh法

図3.4 変動Fh法（δ収束法の場合）



5 「設計例1 天然ゴム系積層ゴム（NRB）と
鋼材・鉛材ダンパーを用いた鉄筋コンクリー
ト造建築物」の検討

5.1 免震層としての性能変動ケース

性能変動の検討は、温度変化、経年劣化の変化

倍率の組み合わせ4ケースに対して、NRBのKeqの

製造のばらつきの組み合わせ8ケースとした（表5.1）。

HDP（本報告では、鋼棒ダンパー、鉛ダンパーを指す）

の製造ばらつきは、HDPの温度変化による増減と

同じ符号とした。ケース2,5はケース1,6、ケース4,7

はケース3,8の中間の性状であるので、α、γ決定

の性能変動ケースとしてはケース1,3,6,8のみを解析

対象とした。
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表4.1 検討ケース

表5.1 設計例1の免震層の性能変動ケース
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5.2 検討結果

各検討ケースのδrとCr0、及びα、γ決定の性能

変動ケースを図5.1に示す。

5.3 結果考察

設計例1の計算結果の要約を下記に示す。

1）δ収束法・変動Fh法を用いた検討ケース12が

δrもCr0もほぼ最小の応答を与えた。つまり、

一般的に用いられている応答計算方法（最大

δs法、δs=δr法）、性能変動検討法（剛性比

法・標準Fh法）による計算は概ね安全側の応

答値を与えた。

2）計算によって求めたα、γはすべての検討ケー

スにおいて、告示第6で定められている下限

値α=1.2、γ=1.3よりも小さな値となった。

（設計例1の天然ゴム・鋼棒ダンパー・鉛ダン

パーでは、α=1.2、γ=1.3は妥当な値である。）

3）当然のことながら収束計算を行なった方が応

答（δr,Cr0共）は小さくなった。また、δs=δr

収束法よりもδ収束法の方が応答が小さくなっ

た（検討ケース1対2対3、7対8、10対11対12の

比較）。収束計算を行なうか行なわないかに

よって10㎝近くのδrの差が生じた。収束計

算法の選択は免震層の計画に大きな影響があ

ると考えられる。

4）性能変動検討方法は、基本的には剛性比法よ

りも標準Fh法・変動Fh法の方が概ね応答（δr,

Cr0共）が小さくなった（検討ケース1対7・10、

2対8・11、3対12の比較）。ただし、δの3対

12は逆であるので一概に結論付ける事はでき

ない。

5）変動Fh法を用いた検討ケース10～12はδr最

大の性能変動ケースが他の検討ケースとは異

なった（図5.1 α決定の性能変動ケース1）。

各性能変動ケースのFhを採用すると、履歴型

ダンパーと天然ゴムという告示第6の想定し

ている典型的な組み合わせでもこの様なこと

が起こりうるが、現行の告示第6等ではかな

らずしも考慮する必要は無いので、免震材料

によっては最も危険なケースを見逃す可能性

がある。

6）Cr0は変動Fh法よりも標準Fh法の方が応答が

小さくなった。また、δrはほぼ同じである（7

対10、8対11の比較）。よって、変動Fh法を行

なっておいた方が安全側である。
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図5.1 各検討ケースの応答変位δrと下部構造を除いた最下層層せん断力係数Cr0



6 「設計例2 高減衰系積層ゴム（HDR）と弾
性すべり支承を用いた鉄筋コンクリート造
建築物」の検討

6.1 免震層としての性能変動ケース

性能変動の検討は、HDRのKeqとHeqの温度変化、

経年劣化、製造のばらつきの変化倍率の組み合わ

せ8ケースにSSB（すべり支承）のμの製造のばらつ

きを組み合わせ、トータル16ケースを解析対象と

した（表6.1）。

6.2 検討結果

各検討ケースのδrとCr0、及びα、γ決定の性能

変動ケースを図6.1に示す。

6.3 結果考察

設計例2の計算結果の要約を下記に示す。

1）δ収束法・変動Fh法を用いた検討ケース12が

δrもCr0もほぼ最小の応答を与えた。つまり、

一般的に用いられている応答計算方法（最大

δs法、δs=δr法）、性能変動検討法（剛性比

法・標準Fh法）による計算は概ね安全側の応

答値を与えた。これは設計例1の検討結果と

同様な傾向である。

2）計算によって求めたα、γはすべての検討ケー

スにおいて、告示第6で定められている下限

値α=1.2、γ=1.3よりも大きな値となり、性

能変動の検討も必要な免震材料があることが

予想される。これは、設計例1の検討結果と

は逆である。

3）当然のことながら収束計算を行なった方が応

答（δr, Cr0共）は小さくなった。また、δs=δr

収束法よりもδ収束法の方が応答が小さくなる

（検討ケース1対2対3、5対6、7対8、10対11対

12の比較）。収束計算を行なうか行なわない

かによって10㎝近くのδrの差が生じる場合が

ある。収束計算法の選択は、設計例1の検討
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図6.1 各検討ケースの応答変位δrと下部構造を除いた最下層層せん断力係数Cr0

表6.1 設計例2の免震層の性能変動ケース
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結果と同様、免震層の計画に大きな影響があ

ると考えられる。

4）性能変動検討方法は、基本的には剛性比法よ

りもδs=δr収束法・δ収束法の方が概ね応答

（δr, Cr0共）が小くなった（検討ケース1対7・10、

2対8・11、3対12の比較）。ただし、Cr0の3対12

は逆であるので一概に結論付ける事はできな

いのは設計例1の検討結果と同様である。

5）検討ケース10～12はCr0最大の性能変動ケース

とδr最大の性能変動ケースが、他の検討ケー

スと異なる（図6.1の性能変動ケース13、15）。

各性能変動ケースのFhを採用すると、この様

なことが起こりうるが、現行の告示第6等で

はかならずしも考慮する必要は無いので、免

震材料によっては最も危険なケースを見逃す

可能性があるのは設計例1の検討結果と同様

である。

6）性能変動検討方法は、Cr0、δr共に変動Fh法

よりも標準Fh法の方が応答が小さい（7対10、

8対11の比較）。したがって、変動Fh法を行なっ

ておいた方が安全側であることは、設計例1

と同様である。

7）歪依存を考慮すると応答（Cr0、δr）は大きく

なった（検討ケース 2対5、3対6の比較）。設計

例2では歪依存は考慮した方が安全側である。

7 まとめ
今回の検討に用いたパラメータは、設計例で用

いられている免震材料に十分な調査を行なったわ

けではなく、文献3）を参考に決めたのみであるの

で、実際に設計に使われる値とは異なるのかも知

れない。また、考えられる限りの告示第6の計算法

を網羅したつもりではあるが、理解不足等により

欠落している検討ケースもまだまだあるかもしれ

ない。このような状況ではあるが、本検討では5.3

節、6.3節に示した様に設計者の計算方法の選択に

より、応答結果にかなりの差異が生じる事がわかっ

た。設計方針によるパラメータ値の選択の差異に

より計算結果が異なってくる事は理解できるが、

現状では同じパラメータを用いても告示第6の条文

の解釈の仕方による計算結果の相違が生じる危険

がある様に思われる。今回行なった検討の結果を

踏まえた、告示第6で設計する際の注意点等を下記

に記した。

1）今回行なった検討では、α、γの値が、告示

第6で定められている下限値α=1.2、γ=1.3よ

りも、大きくなる場合があったので、告示第

6で設計する場合は性能変動の検討は必要と

思われる。また、その検討方法も設計例など

で具体的な手法が明らかになっているわけで

はないので、設計者による極端な取り扱いの

違いを避けるためにも、今後、資料の充実が

望まれる。

2）収束計算を行なわないと、設計限界変位の設

定により得られる解が異なってくる。解に客

観性をもたせるためにも収束計算は行なった

方が良いと思われる。

3）歪依存性を有する（歪依存式が与えられてい

る）免震材料に対しては、必ず歪依存を考慮

した計算をするべきと思われる。
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1 はじめに
平成18年度愛知県設計用入力地震動協議会のご

協力により、12月5日「三の丸地区免震レトロフィット

改修工事現場見学会」が開催され、現場見学会に

126名（質疑応答会に52名）が参加した。日本免震構

造協会からも共催として現場見学会に25名（質疑応

答会に21名）が参加した。午前は現場見学、午後か

らはアイリス愛知に場所を移し、5施設の設計者、

施工者による説明、免震構造協会によるパネルディ

スカッションを行った。

2 現場見学会の概要
開 催 日 時：平成18年12月5日（火）

現場見学会：午前9時00分～午前11時30分

質疑応答会：午後1時30分～午後5時00分

（場所：アイリス愛知）

（1）愛知県西庁舎

鉛プラグ入り積層ゴム、すべり支承を地下1階に

設置した中間階免震で、この見学会で訪れた5つの

建物の中で唯一耐震改修工事が竣工している建物

である（平成16年10月竣工）。免震装置は簡易的な

耐火被覆材で覆われていた。上下キャピタルのPC

鋼棒に補強や施工中の地震に対する仮設の耐震壁

が印象的であった。

（2）合同庁舎第2号館

鉛プラグ入り積層ゴム、転がり支承、オイルダ

ンパーが地下1階柱頭部に設置される中間階免震

で、免震化工事はほぼ完了していた。免震装置は

耐火被覆材に覆われていたが、一部の鉛プラグ入

り積層ゴムとオイルダンパーは設置状況を見るこ

とができた。また、階段部などの免震クリアラン

ス確保に工夫が見てとれた。

（3）名古屋市役所西庁舎

免震層となる地下二階の駐車場スペースは、ま

さに免震化工事の真只中であった。ここではフラッ

トジャッキを用いて上部構造の変形を最小限にと

どめる工法を採用しており、フラットジャッキの

構造や建物鉛直変位の管理方法などを中心に説明

を受けた。

写真1 愛知県西庁舎の免震ピット

「三の丸地区免震レトロフィット
改修工事現場見学会」報告

免震エンジニアリング 岩下敬三

見学会報告

写真2 合同庁舎第2号館の柱頭免震

写真3 名古屋市役所西庁舎の施工状況



55見学会報告

（4）愛知県本庁舎

平成18年7月に着工したばかりで、掘削、地中梁

の補強の工程を見学した。既存の地中梁をすっか

り囲むように配筋されていた。免震装置としては、

鉛プラグ入り積層ゴム、直動転がり支承、鉛ダン

パー、オイルダンパーが設置される予定である。

（5）名古屋市役所本庁舎

この建物の改修工事は着工前であったため、既

存建物の見学となった。外周部のドライエリアと

中庭において、施工計画を中心に説明していただ

いた。

3 質疑応答会
質疑応答会は2部構成で行なわれた。まずは午前

中に見学した5施設の施工担当者の方々から、施工

時のポイントや苦労話をお聞きした。免震化のた

めに要求される施工の精度や居ながら施工である

が故の騒音・振動などの環境対策などについて質

疑応答が行なわれた。

2部では「免震レトロフィットの今後」と題して

パネルディスカッションが開かれ、当協会から3氏

がパネリストとして参加した。

コーディネーター

名古屋大学大学院教授 福和　信夫　氏

パネリスト

大成建設（株） 杉崎　良一　氏

CERA建築構造設計 世良　信次　氏

清水建設（株） 猿田　正明　氏

各氏から当日見学した建物の感想を述べてもらい

始まったこのディスカッションは、三の丸波を用

いた設計から地震動の考え方まで議論の幅を広げ、

これからの免震構造の発展の鍵となるような貴重

な意見をお聞きすることができた。

4 おわりに
三の丸地区のように免震建物が1箇所に集まって

いるのは世界にも例がない。施工中の建物も含め

て一度に短時間で見学することができ、また設計

者、施工担当者の方々から話を聞くことができた

のは貴重であり大変有益であった。

このような機会を与えてくださった平成18年度

愛知県設計用入力地震動協議会にここに記して感

謝の意を表します。

見 学 会 報 告

写真4 愛知県本庁舎の施工状況



日　時 平成18年11月9日（木曜日）15:00～17:00

場　所 日本免震構造協会　会議室

（東京都渋谷区神宮前2-3-18 JIA館2階）

出席者 理事11名、委任状13名、監事1名

（理事出席者名簿は、省略）

議　案 1）上半期収支について

2）公益法人制度改革問題について

3）役員改選について

4）その他

1. 出席者報告
理事の総数25名、定足数13名のところ、出席

者24名（内議決権委任者13名を含む。）で、定款第

35条の規定により本理事会は成立した。また、

監事1名が出席した。

2. 会長挨拶
今年度最初の理事会であり、また、会長就任

後初めての理事会でもあり、不慣れの点もあり

ますが、皆様のご協力を得て、予定された事項

の審議を進めて行きたいと思います。

3. 開会　15時00分
西川会長が定款第34条の規定により開会した。

4. 議事録署名人
黒田英二理事及び寺本隆幸理事の両氏が選任

された。

5. 報告事項
議長の指示により、事務局から資料に沿って

説明した後、質疑があった。

1）9月通信理事会審議結果（資料①）

賛助会員1社（エスケー化研㈱）の入会が理事

25名中、諾22名、未返信3名で承認された。

2）会員動向（資料②）

前回理事会時に比べ、第1種正会員は井口イ

ンターナショナル㈱と昭和建設㈱の2社増の

109社、第2種正会員は4名増の177名、賛助

会員は1社増の65社である旨報告した。

3）日本住宅性能表示基準・評価方法基準の告

示（資料③）

日本住宅性能表示基準の改正は、平成18年

9月25日国土交通省告示第1129号で告示さ

れ、平成18年10月1日施行、適用する。これ

により免震建物の保険料割引率が耐震等級

と同じ30％となる。

4）性能評価事業の現況について（資料④）

平成18年度の性能評価の目標件数は、材料

性能評価4件、構造性能評価8件であったが、

上期の件数は、材料性能評価が4件、構造性

能評価が13件となり、目標達成率はそれぞ

れ、100％、163％となった。これらの状況

に対処するため、理事会の承認を経て、8月

から構造性能評価委員会の評価員を5名から

9名に増員した。

上半期の事業収支は、収入958万円、支出約605

万円で、今年度は目標を上回る見込みである。

5）行事報告（9/11～1/27（資料⑤）

事務局が資料⑤により、9月中旬から来年1月

末までの主要な行事予定を説明した。

昨年に引き続き、免震構造の普及を重点に

事業を展開し、東京ビッグサイト等の催し

に参加している。

・「危機管理産業展」（10月24日～26日、東京

ビッグサイト）：地震リスクをテーマに特別講

演、パネル展示、DVDの放映を行った。

・「技術報告会」（11月2日、東京工業大

学）：技術委員会が主催し、128名が参加。

・「第12回日本地震工学シンポジウム」

（11月3日～5日、東京工業大学）では、パ

ネル展示を行った。

・「まちづくりメッセ2006」（11月15日～

17日、東京ビッグサイト）に参加予定

6）2006年度会員データの更新について

現在、毎年度1回の会員のデータを更新中であ

る。過去に会員名簿を作成したが、個人情報

保護の視点から、会員名簿は作成していない。

7）その他

NEDOが、免震装置及び免震システムについ

て、調査事業を計画し、日本産業技術振興

協会が請け、当協会も参加している。
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6. 審議事項

1）上半期収支について

事務局が資料⑥により、平成18年度上半期

の収支について、収入の部、支出の部及び

貸借対照表について順次説明した。

収入の部のうち、会費収入については、予

算に対し、ほぼ100％に達しており、全体で

も計画の83％に達している。

支出の部のうち、昨年新設した勘定科目の

普及推進費については、予算に対し、20％

の執行額となっている。

これらの説明に対し、次のような質疑応答

があった。

Q 昨年度、普及推進費の執行が進まなかっ

た要因の一つが技術基準の英訳が遅れた

ことが挙げられたが、今年度は大丈夫か。

A 担当の委員に、遅れないようお願いをし

ている。

2）公益法人制度改革問題について

事務局から資料⑦により次のような要旨の

説明をした。

①公益法人制度改革関連3法が本年6月に公

布され、平成19年度には、公益等認定委

員会が発足し、20年度には、関連法令が

施行、現行公益法人の移行が開始され、

25年度には移行期間が満了し、この期間

内に移行しないと解散したものとみなさ

れる。

②当協会は、非適合項目を満たすべく調整

し、公益性を有する法人へ移行する予定

である。非適合項目と指摘された事項は、

イ）公益事業費は総支出額の1/2以上。

ロ）内部留保の水準は30％以下

の2項目である。

③公益認定は、内閣府に設置される有識者

からなる合議制の委員会が行う。

公益的事業とは、不特定多数の者の利益

の増進に寄与することを目的とする事業

であり、公益社団法人及び公益財団法人

の認定等に関する法律第2条の別表に掲げ

る23項目の事業である。

公益認定機関は、資産等の公益的事業へ

の使用命令や公益認定の取消しもできる。

④現行公益法人が移行するまでは、新法の

社団法人として存続（特例民法法人）する。

旧法の主務官庁が指導監督し、新法規定

を適用しない。移行の際の審査基準は、

新規と同様である。移行期間中は、随時

申請でき、認定を受けるまでは既得権を

保証する。なお、一般非営利法人へ移行

する場合は、申請時保有の純資産の取扱

いについて規制する。再認定申請は、準

備が整い次第にできる。

・事業活動分野が公益法人として相応しい

事業か、営利企業との外見上の競合を説

明できるか、公益事業の割合はどうか等

の自主的総点検が必要である。

⑤運営委員会の審議状況等

企画・財務合同小委員会で継続的に審議

している。

二つの「非適合項目」のうち、公益事業

の割合の調整より、内部留保水準の調整

の方が難航が予想される。さらに、内部

留保の計算に対し、資産額から「法人の

運営に不可欠な固定資産等」及び「将来

の特定な支払いに充てる引当資産等」と

して控除しているが、「技術者運営積立預

金」及び「免震普及運営積立金」の内容

によっては、認定機関が資産からの控除

を認めない可能性もある。

特に、「免震普及運営積立金」は、会員の入

会金相当額として、積立てたものである。

この積立金の在り方を具体的に俎上に上

げる時期に来ているのではないかとの意

見が出ている。

このような説明の後、公益法人制度改革

に対する当協会の選択肢と運営委員会の

審議の進め方について、諮ったところ、

特段の異論もなく承認された。この際、

次のような意見があった。

・税金等の損得の他にも、先人の方々が社

団法人として公益法人化の努力をし、こ

こまで来たので、「公益社団法人」である

ことが、必要である。

3）役員改選について

黒澤理事は、6月の総会で再任されたばかりであ

るが、自己都合により辞任をする可能性が有る。
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当協会は、指定性能評価機関として、現に、

性能評価事業を行なっているので、制限業

種の理事が1/2未満でなければ、指定要件が

満たされず、事業を継続できないおそれが

ある。当面は、来年の総会を待たず、定款

第13条第2項の規定により、理事会の議決を

経て選任することができるので、当該理事

会後、最初に開催する総会において承認を

受けなければならないとの概要説明があり、

これに関し、次のような提案があった。

・大学の教授等の非制限業種の第2種正会員

の中から候補者を選考し、来年の通常総

会を待たず、2月又は5月の通常理事会の

際に審議し、選任をお願いすることも考

えられる。

この意見に対し、選任の時期と候補者につ

いては、会長、副会長等の関係者に一任す

ることとされた。

4）その他

免震普及に伴う免震構造技術者の養成につ

いて

事務局から資料⑥により、免震建築物増加

の現況、指定性能評価機関別の性能評価件

数比率、免震建築物の構造計算の流れ、免

震建築物の県分布等を説明し、このように、

今後、我が国の免震建築物の相当な増加が

予想されるが、現状の技術者の数、特に、

免震建築物の構造設計ができる技術者は限

定されている。今後の免震建築物の増加に

備えて、専門家のための常設の講習会や専

科講習会等を用意して免震構造技術者の養

成を図る必要がある旨説明した。

これらの説明に対し、次の要旨の意見があった。

・公益法人制度改革に関連した審議からも、

公益事業の拡大の必要性が求められてい

る時期でもあり、現に、免震構造技術者

の養成が求められているので、積極的に

推進していくべきである。

・今まで、講習会等の地方開催が強く求め

られてきたが、出費の増大を抑制するた

め、控えてきた。全国での開催は無理と

しても、先ず、大阪等主要都市での開催

を検討してみる。

議長が他にその他の意見の有無を確認し、

17時00分に理事会の閉会を宣し終了した。

配布資料
資料① 9月通信理事会審議結果
資料②平成18年度（2006年度）会員動向
資料③住宅性能表示基準・評価方法基準の告示
資料④平成18年度上半期・性能評価業務の状況報告
資料⑤平成18年（2006年）行事予定表
資料⑥平成18年度上半期収支計算書
資料⑦公益法人制度改革問題について
資料⑧免震普及に伴う免震構造技術者の養成について

平成18年11月9日

議　　　　長 西川　孝夫
議事録署名人 黒田　英二
議事録署名人 寺本　隆幸
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59日本免震構造協会性能評価（評定）完了報告

日本免震構造協会では、平成16年12月24日に指定性能評価機関の指定（指定番号：国土交通大臣　第23号）

を受け、性能評価業務を行っております。また、任意業務として、申請者の依頼に基づき、評定業務を併

せ行っております。

ここに掲載した性能評価（評定）完了報告は、日本免震構造協会の各委員会において性能評価（評定）を完

了し、申請者より案件情報開示の承諾を得たものを掲載しております。

建築基準法に基づく性能評価業務のご案内
◇業務内容
建築基準法の性能規定に適合することについて、一般的な検証方法以外の方法で検証した構造方法や建
築材料については、法第68条の26の規定に基づき、国土交通大臣が認定を行いますが、これは、日本免
震構造協会等の指定性能評価機関が行う性能評価に基づいています。

◇業務範囲
日本免震構造協会が性能評価業務を行う範囲は、建築基準法に基づく指定資格検定機関等に関する省令
第59条各号に定める区分のうち次に掲げるものです。
①第6号の区分（材料性能評価）
建築基準法第37条第二号の認定に係る免震材料等の建築材料の性能評価
②第11号の区分（構造性能評価）
建築基準法施行令第36条第2項第三号（同法第36条第3項第二号に掲げる場合を含む）の規定による、免
震・制震建築物等の時刻歴応答解析を用いた建築物、または建築基準法施行令第36条第4項の規定によ
る、高さが60mを超える超高層建築物

◇性能評価委員会
日本免震構造協会では、性能評価業務の実施に当たり区分毎に専門の審査委員会を設けています。
①材料性能評価委員会（第6号の区分） 原則として毎月第1金曜日開催
②構造性能評価委員会（第11号の区分） 原則として毎月第2水曜日開催

◇性能評価委員会
材料性能評価委員会 構造性能評価委員会

委員長 寺本　隆幸（東京理科大学） 委員長 和田　　章（東京工業大学）
副委員長 山　峯夫（福岡大学） 副委員長 壁谷澤寿海（東京大学）
委員 曽田五月也（早稲田大学） 山崎　真司（首都大学東京）

西村　　功（武蔵工業大学） 委員 大川　　出（建築研究所）
山崎　真司（首都大学東京） 島 和司（神奈川大学）

瀬尾　和大（東京工業大学）
曽田五月也（早稲田大学）
田才　　晃（横浜国立大学）
中井　正一（千葉大学）

◇詳細案内
詳しくは、日本免震構造協会のホームページをご覧下さい。
URL:http://www.jssi.or.jp/

日本免震構造協会　性能評価（評定）完了報告

平成12年建設省告示第2009号で定め
る免震建築物に用いる支承材。

適用範囲

材料性能評価

性能評価の区分件　名

法37条第二号の認定に係る
性能評価
（免震材料）

東洋ゴム工業製戸建
て住宅用高減衰ゴム
系積層ゴム支承

申請者

東洋ゴム
工業

06001
（H18.7.26）

平成12年建設省告示第2009号で定め
る免震建築物に用いる支承材。

法37条第二号の認定に係る
性能評価
（免震材料）

東洋ゴム工業製高
減衰ゴム系積層ゴ
ム支承

東洋ゴム
工業

06002
（H18.7.26）

JSSI-材評-
（完了年月日）
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国土交通省から公表された大臣認定取得免震建物のうち、ビルディングレター（日本建築センター）に掲載されたものを一覧で示しています。
間違いがございましたらお手数ですがFAXまたはe-mailにて事務局までお知らせください。

また、より一層の充実を図るため、会員の皆様からの情報をお待ちしておりますので、宜しくお願いいたします。

出版部会　メディアWG URL:http://www.jssi.or.jp/ FAX:03-5775-5734 E-MAIL: jssi@jssi.or.jp

国内の免震建物一覧表

免震建物一覧表
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超高層免震建物一覧表
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委 員 会 の 動 き の応答計算で使用する加速度波

形に変換する波形処理ソフト（チ

ェビシェフフィルターを使用）が

ほぼ完成し、使用方法のマニュ

アルを作成し、JSSIのホームペー

ジで公開する準備を行なってい

る。

免震部材部会
委員長　高山　峯夫

●アイソレータ小委員会

委員長　高山　峯夫

当部会で検討・提示した「高

減衰ゴムを用いた免震装置の耐

火被覆の大臣認定条件」が活用

され、一部のメーカーが大臣認

定を取得した。滑り系装置（弾性

滑りと剛滑り）についても引き続

き耐火構造の認定条件を検討し

ている。

●ダンパー小委員会

委員長　荻野　伸行

履歴系ダンパーWG（10 / 5、

11/22開催）と粘性系ダンパーWG

（電子メール）において活動を継

続している。各WGにおいては、

活動報告については、随時、共

用サーバーに電子データとして

保存している。なお、各原稿が

完成したため、全体の装丁作業

を今後行う予定である。

●住宅免震システム小委員会

委員長　高山　峯夫

本小委員会では住宅免震に関

して初心者でもわかるマニュア

ルの作成を行っている。マニュ

アルの原案はほぼできあがって

おり、現在委員会の中で査読を

している段階である。

設計部会
委員長　公塚　正行

●設計小委員会

委員長　公塚　正行

平成18年11月に開催された第4

回技術報告会において、以下の

報告を行った。

1. 「免震建築物の耐震性能評

価表示指針及び性能評価例」

の刊行以降の活動報告。

JSSI内に「免震等級評定委員

会」が設置されたこと、なら

びに「日本住宅性能評価基準」

が改正（平成18年国土交通省

告示第1129号）され、免震構

造が取りあげられたこと。

2. 日本建築学会「東海地震等

巨大災害への対応特別調査

委員会」内の免震建物WGに

参加し、2000年以降現在ま

での第4期免震建築物（地上

22階建、高さ約70m）の長周

期地震動に対する応答を行

い、これらの地震動に対し

ても安全性が高いことを報

告した。

3. 「免震部材と取付け躯体と

の接合部の設計指針（案）」

を作成すべく活動中である

が、この中間報告を行った。

●入力地震動小委員会

委員長　瀬尾　和大

11月2日に開催された第4回技

術報告会のために、10月には原

稿作成と報告内容についての事

前打ち合わせを行った。11月に

は技術報告会に参加の上、活動

報告を行い、11月末にはここで

議論された問題の整理を行った。

●設計支援ソフト小委員会

委員長　酒井　直己

J-SHISから提供される地震速

度波形をダウンロードして、設計

運営委員会
委員長　深澤　義和

運営委員会は、10/10、11/14、

12/12に開催した。活動内容は、

定例的な会員動向の確認、収支

状況の確認のほか、性能評価事

業の順調な活動支援などである。

その他に、公益法人制度改革

関連3法に関わる協会対応の検

討、更なる免震構造の普及支援

活動についての検討、次期事務

局、執行部の体制についての検

討をおこなっている。

技術委員会
委員長　和田　章

兵庫県南部地震から12年の歳

月が過ぎた。鉄筋コンクリート

構造、鉄骨構造などの耐震技術

はそのとき既に完成されていた

ように思っていたが、この12年

を振り返ると、まだまだやり残

していたことが多かったという

実感がある。免震構造について

も、その前の10数年の研究開発

の積重ね、小規模から大規模の

実際の建物への実績もあったの

で、ほぼ完成された技術のよう

に考えていた。しかし、その後

の地震を受けた経験などにより、

まだ設計上、施工上考えるべき

ことが色々残されていることが

はっきりした。これらの経験は

幸いにも大被害には及んでいな

いが、研究開発により、免震構

造をさらに成熟した技術にして

行かねばならない。設計部会、

免震部材部会、応答制御部会、

防耐火部会の委員会報告を以下

に記す。



72 MENSHIN NO.55 2007.2

応答制御部会
委員長　笠井　和彦

●制振部材品質基準小委員会

委員長　木林　長仁

本小委員会のこれまでの活動

成果のまとめとして、11月2日開

催の第4回技術報告会で、「制振

マニュアル追加項目・第11章 摩

擦ダンパーの設計」と「長周期

入力地震に対する制振ダンパー

の性能」に関して報告した。

防耐火部会
委員長　池田　憲一

当部会で検討・提示した「高

減衰ゴムを用いた免震装置の耐

火被覆の大臣認定条件」が活用

され、一部のメーカーが大臣認

定を取得した。滑り系装置（弾性

滑りと剛滑り）についても引き続

き耐火構造の認定条件を検討し

ている。

普及委員会
委員長　須賀川　勝

見学会の予定が外部の都合で

中止されたので他の物件を探し、

気候の良い時期になったら実施

する予定である。会員が参考に

するときに使い易いように会誌

の電子化を進めるよう検討を開

始した。

教育普及部会
委員長　早川　邦夫

当協会と日本ゴム協会との共

催で免震専科講習会を企画して

いる。テーマは当協会からは

「告示免震建築の計算方法」、ゴ

ム協会からは「免震部材の性能」

を掲げ、同時開催または個別開

催とするかを含め検討している。

出版部会
委員長　加藤　晋平

出版部会の全体会議は、1月31

日（水）に開催された。2月23日発

行予定の会誌55号の進行状況、

次の56号の内容及び執筆依頼に

ついて検討した。

前号に同封した機関誌の編集

内容についてのアンケートの回

答について分析及び寄せられ貴

重な意見について検討し、表紙

のデザインをはじめ今後の編集

内容について協議を進めた。

情報発信としての免震協会HP

についても今後よりわかりやす

いHPを目指して上記アンケート

の意見も反映して、メディアWG

を中心として検討する事とした。

社会環境部会
委員長　久野　雅祥

12月14日に第6回委員会を実

施。地震リスク、環境問題、地

震防災の3テーマについて継続的

に審議を行い、平成19年6月を目

標に報告書としてまとめること

とした。目次、担当者を決め、

執筆にとりかかる。

国際委員会
委員長　斉藤　大樹

平成18年11月にCIBプログラム

委員会の承認を得て、新しい委員

会W114 : Earthquake Engineering

and Buildingsが発足し、斉藤大樹

（建築研究所）がコーディネーター

に就任した。11月27日には、第1回

CIB/W114会議「Interna t iona l

Workshop on Response Control and

Seismic Isolation of Buildings」を中

国広州市において開催した。会

議は、独立行政法人建築研究所

と広州大学耐震研究センターの主

催、日本免震構造協会と中国応答

制御委員会の後援により開催され、

日本から11名、台湾から2名、中

国から23名の計36名の参加者が

あった。また、会議後には、広州

市、北京市の免震建物調査および

関係機関の訪問を行った。今回

のCIB/W114第1回会議は盛会の

うちに終了し、単なる発表会でな

く活動計画を議論できたことは意

義が大きい。中国側はZhou Fulin

教授を中心に、若手の研究者が

多く、これからの活発な協力関係

が期待される。

なお、現在、CIB/W114のメン

バーは、日本、中国、韓国、台湾、

米国、ニュージーランド、イタリア

からの研究者で構成されている。

CIB/W114発足のニュースレターを

見て、新たにメンバー加入の問い

合わせがあるなど関心が高い。当

面の3年間は、免震・制振技術の

普及に向けた活動を行う予定で

ある。

（C I B /W 1 1 4ホームページ

http://www.cibw114.net/）

資格制度委員会
委員長　長橋　純男

『平成18年度免震部建築施工管

理技術者講習・試験』は10月8日

（日）11時～17時に都市センター

ホテル（東京）で開催され、358名

の志願者のうち346名が受験し、

310名が合格した。

また、『平成18年度免震部建築

施工管理技術者／更新講習会』

は11月12日（日）13時～16時に同

じく都市センターホテルで開催

され、239名（平成17年度更新対

象者22名を含む）が受講した。友

澤史紀日本大学教授の基調講演

を始めとする3人の講師による講

習のあと、同会場にて更新手続

きを実施した。今年度の更新対

象者は330名であるが、「免震工

事概要報告書」提出者19名等を
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含めた更新希望者は243名、これ

に前記22名を加えて、合計265名

が更新を行い、12月25日に登録

証カードを送付した。

なお、『平成18年度免震建物点

検技術者講習・試験』は2007年1

月27日（土）11時～16時に全共連

ビル本館（東京）で開催されるが、

202名が受験する予定である。

維持管理委員会
委員長　沢田　研自

第三四半期は、平成20年3月に

最初の更新が予定されている

「免震建物点検技術者」資格につ

いて、資格制度委員会更新部会

として更新に関する手続き等の

整備を行っています。

「免震建物維持管理基準-2004-」

以降、免震材料として新しく大

臣認定されたものも増加してお

り、従来の積層ゴムとダンパー

の組み合わせを主眼とした基準

の構成では対応しきれない部分

も生じていることから、これら

新しい免震材料を基準に反映さ

せるべく検討を行い、2007年度

版の改定基準を発行することも

視野に作業を進めています。

協会で維持管理業務を受託し

ている建物について点検業務を

実施し、報告書を作成しました。
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委員会活動報告（2006.10.1～2006.12.31）
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会員動向

会員種別 会員名

氏　名

業種または所属

所　属

入　会

賛助会員 ㈱堀江建築工学研究所 設計事務所/構造

会員種別

退　会

第2種正会員 大井　謙一 神戸大学 工学部建築学科 教授

会員数 名誉会員 1名
（2007年1月31日現在）

 第1種正会員 109社

  第2種正会員 176名 

  賛助会員 66社 

 特別会員 6団体
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会員動向

入会のご案内

会員の特典など

入会ご希望の方は、次項の申込書に所定事項をご記入の上、事務局までご郵送下さい。
入会は、理事会に諮られます。理事会での承認後、入会通知書・請求書・資料をお送りします。

お分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18 JIA館2階

社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432 
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

会員種別 入会金 年会費

300,000円
（1口）
300,000円

免震構造に関する学術経験を有する者で、本協
会の目的に賛同して入会した個人
理事の推薦が必要です

5,000円 5,000円

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の事
業を賛助するために入会した法人

100,000円 100,000円

本協会の事業に関係のある団体で入会したもの

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

特別会員

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の目
的に賛同して入会した法人

別　途 ―

総会での
議決権

会誌送付部数 講習会・書籍等

有／1票
4冊／1口
10冊／2口
20冊／3口

会員価格

有／1票 1冊 会員価格

無 2冊 会員価格

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

委員会
委員長

可

可

不可

委員会
委　員

可

可

可
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会員動向

社団法人日本免震構造協会 入会申込書〔記入要領〕

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18  JIA館 2階

社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

第１種正会員・賛助会員・特別会員への入会は、次頁の申込み用紙に記入後、郵便にてお送り

下さい。入会の承認は、理事会の承認を得て入会通知書をお送りします。その際に、請求書・

資料（協会出版物等）を同封します。

２．代表名とは、下記の①または②のいずれかになります

３．担当者は、当協会からの全ての情報・資料着信の窓口になります。

４．建築関連加入団体名

５．業種：該当箇所に○をつけて下さい。｛　　　｝欄にあてはまる場合も○をつけて下さい

６．入会事由・・・例えば、免震関連の事業展開・○○氏の紹介など。

例えば・・・・・・総会の案内・フォーラム・講習会・見学会の案内・会誌「ＭＥＮＳＨＩＮ」・会

３団体までご記入下さい。

その他は（　　　）内に具体的にお書き下さい。

費請求書などの受け取り窓口

１．法人名（口数）・・・口数記入は、第１種正会員のみです。

記載事項についてお分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください。

第１種正会員につきましては、申込み用紙の代表権欄の代表権者または指定代理人の□に　を

①代表権者　・・・法人（会社）の代表権を有する人

例えば、代表権者としての代表取締役・代表取締役社長等

こちらの場合は、別紙の指定代理人通知（代表者登録）に記入後、申込書と併せて送付し

て下さい。

②指定代理人・・・代表権者から、指定を受けた者

入れて下さい。
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会員動向

氏　　　名

所属・役職

担当者

代表者

法　人　名（口　数）

□代表権者

□指定代理人

業種

○をお付けください

会員種別
○をお付けください

申　込　日（西暦）

申込書は、郵便にてお送り下さい。

資本金・従業員数

設立年月日（西暦）

建築関係加入団体名

入会事由

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

氏　　　名

所属・役職

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

ふ　り　が　な

年　　　　　月　　　　　日

万円　　・ 人

A：建設業

B：設計事務所 

C：メーカー

D：ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

E：その他

a.総合　b.建築　c.土木　d.設備　e.住宅　f.プレハブ

a.総合　b.専業　｛1.意匠　2.構造　3.設備｝

a.免震材料　｛1.アイソレータ　2.ダンパー　3.配管継手

　　　　　　4.EXP.J　5.周辺部材｝

b.建築材料（　　　　　）　c.その他（　　　　　   ）

a.建築　b,土木　c.ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ　d.その他（　　　 　）

a.不動産　b,商社　c.事業団　d.その他（　　  　　  ）

*会員コード
*入会承認日

*本協会で記入します。

第1種正会員

〒

〒

E-mail

－ FAX－ － －

FAX － －

賛助会員 特別会員

（　　　　口）

印

印

年　　　月　　日 月　　　　日

※貴社、会社案内を1部添付してください

E-mail

－ －

社団法人日本免震構造協会 入会申込書
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社団法人日本免震構造協会「免震普及会」に関する規約

平成11年2月23日
規約第1号

　社団法人日本免震構造協会免震普及会（以下

「本会」という。）は、社団法人日本免震構造

協会（以下「本協会」という。）の事業目的と

する免震構造の調査研究、技術開発等について

本協会の会報及び活動状況の情報提供・交流を

図る機関誌としての会誌「MENSHIN」及び関

連事業によって、免震構造に関する業務の伸展

に寄与し、本協会とともに免震建築の普及推進

に資することを目的とする。

第１（目的）

　入会手続きの完了した者は、本会員として名

簿に登載し、本会員資格を取得する。

第７（登録）

　本会の目的違背行為、詐称等及び納入金不

履行の場合は、本会会員の資格喪失するもの

とする。

第８（資格喪失）

　本会員は、本協会の会員に準じて、次のよ

うな特典等を享受することができる。

　① 刊行物の特典頒付

　② 講習会等の特典参加

　③ 見学会等の特典参加

　④ その他

第１０（会員の特典）

　本会の目的達成のため及び本会員の向上の

措置として、セミナー等の企画実施を図るも

のとする。

第１１（企画実施）

　日本免震構造協会会誌会員は、設立許可日

より、この規約に依る「社団法人日本免震構

造協会免震普及会」の会員となる。

附則

　会誌は、１部発行毎に配付する。

第９（会誌配付）

　本会員になろうとする者（個人又は法人）は、

所定の入会申込書により申込手続きをするもの

とする。

第３（入会手続き）

　会員となる者は、予め、入会金として１万円

納付するものとする。

第５（入会金）

　納入した会費及び入会金は、返却しないもの

とする。

第６（納入金不返還）

　会費は、年額１万円とする。会費は、毎年度

前に全額前納するものとする。

第４（会費）

　本会を「（社）日本免震構造協会免震普及会」

といい、本会員を「（社）日本免震構造協会免震

普及会会員」という。

第２（名称）
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社団法人日本免震構造協会「免震普及会」入会申込書

申込書は、郵便にてお送り下さい。

申　込　日

氏　　　名
ふ　り　が　な

勤　務　先

自　　　宅

連　絡　先

住　　　所

連　絡　先 TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

会　社　名

（西暦） 年　　　月　　　日 月　　　　日

印

所属・役職

住　　　所

〒　　　－

A：建設業　　 B：設計事務所 　　C：メーカー（　　　　　　　  ）

A：勤務先　　　 B：自　宅

D：コンサルタント　　 E：その他（　　　　　　　  　　　　　　）

〒　　－

業　　　種

会誌送付先

*コード

*入会承認日

*本協会で記入します。

該当箇所に○を

お付けください

該当箇所に○を

お付けください

業種Cの括弧内

には、分野を記

入してください
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会員登録内容に変更がありましたら、下記の用紙にご記入の上FAXにてご返送ください。

●登録内容項目に○をおつけください

1．担当者　　2．勤務先　　3．所属　　4．勤務先住所

5．電話番号　　6．FAX番号　　7．E-mail　　8．その他（　　　　　　　　　　）

送信先　社団法人日本免震構造協会事務局 宛

F A X　 0 3 － 5 7 7 5 － 5 4 3 4

※代表者が本会の役員の場合は、届け出が別になりますので事務局までご連絡下さい。

送付日（西暦） 年　　　月　　　日

会員登録内容変更届

会 社 名

（ ふりがな ）

担 当 者

勤務先住所

会 員 種 別 ：

発 信 者 ：

勤 務 先 ：

T E L ：

所 属

T E L

F A X

E - m a i l

第1種正会員　　第2種正会員　　賛助会員　　特別会員　　免震普及会

〒　　　　　－

（　　　　　）

（　　　　　）

●変更する内容
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土金木水火月日

1 2 3 4 5 6 7

8 9 10 11 12 13 14

15 16 17 18 19 20 21

22 23 24 25 26 27 28

29 30 　

4月

4/16 通信理事会

土金木水火月日

　 　 1 2 3 4 5

6 7 8 9 10 11 12

13 14 15 16 17 18 19

20 21 22 23 24 25 26

27 28 29 30 31 　

5月

5/中旬 平成18年度収支計算書等の監事監査（協会会議室）

5/16 理事会（協会会議室） 約20名

5/25 会誌「menshin」No.56発行 約1200部

土金木水火月日

　 　 　 　 　 1 2

3 4 5 6 7 8 9

10 11 12 13 14 15 16

17 18 19 20 21 22 23

24 25 26 27 28 29 30

6月
6/上旬 記者懇談会（協会会議室）
6/7 平成19年度通常総会、協会賞表彰式、懇親会

（東京：明治記念館） 約100名
6/7 平成19年日本免震構造協会協会賞表募集
6/18 通信理事会

6/25 免震部建築施工管理技術者更新対象者へ更新案内
送付　 206名

土金木水火月日

　 　 　 　 1 2 3

4 5 6 7 8 9 10

11 12 13 14 15 16 17

18 19 20 21 22 23 24

25 26 27 28

2月
2/2 平成19年度年会費請求書送付

2/21 理事会（協会会議室） 約20名

2/23 会誌「menshin」No.55発行 1170部

2/下旬 平成18年度免震建物点検技術者試験/合格者発表

土金木水火月日

　 　 　 　 1 2 3

4 5 6 7 8 9 10

11 12 13 14 15 16 17

18 19 20 21 22 23 24

25 26 27 28 29 30 31

3月

3/16 通信理事会

は、行事予定日など行事予定表（2007年2月～2007年6月）

※6/17 協会設立記念日



新日鉄エンジニアリングの

免震シリーズ

■積層ゴム一体型免震Ｕ型ダンパー

従来の免震鋼棒ダンパーに比べ、降伏せん断力当たりの
価格が安く、経済的です。

積層ゴムアイレーターと一体にすることが可能です。
また、ダンパーのサイズ、本数や配置、組み合わせを選択できます。

免震U型ダンパーの360度すべての方向に対し、
ほぼ同等の履歴特性を示します。

地震後のダンパー部分の損傷程度を目視にて確認でき、点検が容易です。
また、万が一の地震後におけるダンパー交換も可能です。

■別置型免震U型ダンパー

免震Ｕ型ダンパー
低コスト

自由度

無方向性

メンテナンス

純度99.99％の純鉛を使用、数mmの変位から地震エネルギーを
吸収します。また800mm以上の大変形にも追随できます。

従来の径180の鉛ダンパーと比べ、２倍以上の降伏せん断力をもち、
経済的です。

地震後のダンパー交換も容易です。また変形した鉛ダンパーは
再加工後、再利用できるため、廃棄物になりません。

高品質

低コスト

メンテナンス

免震鉛ダンパー

強く、安く、扱いやすい
純鉛ダンパー

さまざまな設計・施工ニーズに
応える２タイプの免震Ｕ型ダンパー

■鉛ダンパー

〒100-8071 東京都千代田区大手町二丁目6番3号
問合せ先：03-3275-6667 0120-57-7815 http://www.nsc-eng.co.jp/
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会誌「MENSH I N」　広告掲載のご案内

会誌「MENSH I N」に、広告を掲載しています。貴社の優れた広告をご掲載下さい。

●広告料金とサイズなど

1 ）広告の体裁 A４判（全ページ）　1色刷

 掲載ページ 毎号合計10ページ程度

2 ）発行日 年４回　2月・5月・8月・11月の25日

3 ）発行部数 1,200部

4 ）配布先 社団法人日本免震構造協会会員、官公庁、建築関係団体など

5 ）掲載料（１回）

※原稿・フィルム代は、別途掲載者負担となります。※通年掲載の場合は、20％引きとなります。正会員以外は年間契約は出来ません。

6 ）原稿形態 広告原稿・フィルムは、内容（文字・写真・イラスト等）をレイアウトしたものを、

 郵送して下さい。

 広告原稿・フィルムは、掲載者側で制作していただくことになりますが、会誌印刷会社

 （株）大應に有料で委託することも可能です。

7 ）原稿内容 本会誌は、技術系の読者が多く広告内容としてはできるだけ設計等で活用できるような

 資料が入っていることが望ましいと考えます。

 出版部会で検討し、不適切なものがあった場合には訂正、又は掲載をお断りすることも

 あります。

8 ）掲載場所 掲載場所につきましては、当会にご一任下さい。

9 ）申込先 社団法人日本免震構造協会 事務局

 〒150-0001　東京都渋谷区神宮前2-3-18　JIA館2階

 TEL　03-5775-5432　FAX　03-5775-5434

広告を掲載する会員は、現在のところ正会員としておりますが、賛助会員の方で希望される場合は、事務局へ

ご連絡下さい。

スペース 料　金 原稿サイズ

1ページ ￥84,000（税込） 天地　260mm　左右　175mm

I n f o r m a t i o n



震大地震震に備える

免震建築の普及のため、建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの
（約9分）

価格（税込） ： 会　員 ￥2,000
  非会員 ￥2,500
  アカデミー ￥1,500

発 行 日 ： 2005年8月

発 売 元 ： 社団法人日本免震構造協会

［日本語版］
価格（税込） ： 会　員 ￥1,500
  非会員 ￥2,000
  アカデミー ￥1,000

発 行 日 ： 2006年11月

価格（税込） ： 会員［特別価格］ ￥5,500
発 行 日 ： 2006年12月

［英語版］

国際委員会は2000年よりCIB（建築研究国際協議会）のTG44
（Performance Evaluation of Buildings with Response Control 
Devices）の活動もしておりましたが、今回その成果として免制
振に関する世界の現状を記した書籍がTaylor&Frances社より出
版されました。各国の技術基準比較と設計・解析方法などの紹
介、免震建物の地震応答観測結果、装置の紹介、各国の設計例
データシートなどが示されている。　　　　　　　　（英語版）
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暖冬傾向で、雪不足で雪まつりが中止となった

所もあった今年の冬ですが、またまた「構造計算

書偽造問題」が発覚しました。設計者の「倫理観

欠如」が大きな問題であり、社会に対して構造設

計者が役割認識と責任を充分持って行動すべき事

と思います。

昨今話題になっている「海溝型巨大地震による

長周期地震動」について巻頭言及び技術委員会に

て報告戴いていますが、長周期地震動は、最大加

速度は幾分小さいが継続時間が長いことからも、

免震構造にとっては免震クリアランスの確保及び

免震部材のエネルギー吸収能力を高めることが重

要かと思っております。今後も地震動そのものや

未解決の問題について研究され、よりよい免震構

造となるように学会及び免震協会が鋭意取り組ん

でいます。

免震建築訪問では、ホテルとして初めて免震協

会・作品賞を受賞した「ホテルエミオン東京ベイ」を

訪問しました。フロント前に免震協会作品賞の盾が

展示されていたことが印象的でした。今回の訪問取

材を含め編集WGは、加藤（巨）、小山、斎藤、竹内、

千馬さんの5名の方々でした。御苦労様でした。

出版部会委員長　　加藤　晋平

編集後記
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〒150-0001
東京都渋谷区神宮前2－3－18　JIA館2階
社団法人日本免震構造協会
Tel ：03－5775－5432
Fax：03－5775－5434
http：//www.jssi.or.jp/
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